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札幌市監査委員 藤 江 正 祥 

同       窪 田 もとむ 

    同       武 市 憲 一 

同       本 郷 俊 史 

 

 

 

措置通知事項の公表について 

 

 

札幌市長から「包括外部監査の結果報告等に基づく措置の通知について（平

成 30 年 10 月５日付け札総第 1639 号）」が提出されましたので、地方自治法第

252 条の 38 第６項の規定により、当該通知（写し）を別添のとおり、公表い

たします。 

 

 

 

 

 

 

 



札総第１６３９号   

平成３０年（２０１８年）１０月５日   

 

札幌市監査委員  藤 江 正 祥 様 

           窪 田 もとむ 様 

           武 市 憲 一 様 

           本 郷 俊 史 様 

札幌市長 秋 元  克 広   

 

包括外部監査の結果報告等に基づく措置の通知について 

 

 平成３０年３月２８日に報告を受けた平成２９年度の包括外部監査の結果に基づき、

又は当該監査の結果を参考として講じた措置について、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２５２条の３８第６項の規定により、別紙のとおり通知いたします。 

また、当該結果報告に添えて提出された意見に基づき、又は当該意見を参考として講

じた措置のほか、平成２８年度以前の包括外部監査の指摘事項及び結果報告に添えて提

出された意見のうち措置を講じたものについても、併せて通知いたします。 
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包括外部監査の指摘事項等の概要及びそれに対する措置の概要 

 

監査結果報告年度 平成２９年度 
監査テーマ 教育委員会及び市立学校における財務事務の執行について 

⑴ 指摘 

 
指摘を受けた事項 

指摘に対する措置 

（検討結果及び対応） 

1 【報告書１２４ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

現金同等物に関しては、郵券、外勤用 IC カード

（SAPICA、Kitaca）、営業車チケットの受払簿の作

成・記載上の不備が認められた（外勤用 IC カード

につき4校、郵券につき3校、営業車チケットにつ

き2校）。 

  本市においては、金券の取り扱いにあたって

は、「札幌市営業車、地下鉄等の使用に関する

事務取扱要領」等の事務処理要綱や要領に基づ

いた取扱いを行うこととしており、市教委にお

いては、郵券、営業車チケットの受払簿につい

て、学校事務の手引きにより、外勤用 IC カード

（SAPICA、Kitaca）について、「札幌市立学校

における地下鉄等の使用に関する事務取扱要

領」により、取扱いや受払簿の記載方法等を示

しています。 

 指摘のあった各学校においては、各金券の受

払簿に関し、事務処理上の認識不足や確認不足

等により適切な作成及び記載方法に沿った整理

がなされていなかったものです。 

 指摘のあった各学校では、記載不備箇所の訂

正を行いました。また、複数によるチェックや

定期的な点検の実施などにより、再発防止に努

めています。市教委としても、郵券、外勤用 IC

カード等の受払簿の適切な記載方法等につい

て、今後とも全ての学校に周知してまいりま

す。 

2 

 

【報告書１２４ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

備品の管理事務に関し、完全に良好であると評価

できる往査校はなかった。開校間もない学校、校舎

新築に伴う備品整理が実施されて間もない学校にお

いても、なお管理上の不備が認められた。 

往査各校においては、備品整理票（会計規則様式

75）は貼付されているが、以下のような備品が、往

査校内の各所において少なくない点数において認め

られた。 

⒜ 備品出納簿に記載のない備品 

⒝ 備品出納簿に記載はあるものの備品整理票その

他の方法によって整理されていない備品（備品整

理票の不貼付又はこれに代わるマジック等による

表示がない備品） 

⒞ 備品整理票は貼付されているものの判読困難と

学校における備品管理事務については、札幌

市会計規則に準じて作成した「学校事務の手

引」内において、物品管理要領や、物品関係帳

簿類の記入要領等が定められています。 

 しかし、関係規程等の理解不足、学校内の備

品管理及びチェック体制が不十分であったこと

等により、指摘にあった事例が散見されたもの

と考えられます。 

 学校内の備品管理において、現物と帳簿類と

の照らし合わせ、いわゆる棚卸しについての規

定は定められていませんが、現物と帳簿の整合

性を維持し、適切に備品管理を行う上では、定

期的な棚卸し作業は必須と考えます。 

 今後については、今年度内を目途に、学校で

の棚卸しの具体的な作業方法や実施時期等を検

討のうえ、全校に通知することにより、改善を

図ってまいります。 

別 紙 
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なっている備品 

3 

 

【報告書１２５ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

 理科実験用薬品の管理事務について、往査校にお

いては相当数の学校において、以下のとおりの不備

事象が認められた。 

⒜ 理科実験用薬品受払簿に記載の残量と実残量の

不一致 

⒝ 毒劇物の保管上の不備 

理科実験用薬品の取扱いについては、「理科

実験用及び学校管理用薬品並びに危険物等の管

理について（通知）」（平成18年1月24付）以

降の複数回、全校に対し文書で通知、指導を行

ってきました。 

 指摘を受けた原因については、各校の関係規

程の理解不足と、実際に薬品を使用・管理して

いる担当教諭にまで、薬品管理の必要性、重要

性が十分に浸透していなかったことによるもの

と考えられます。 

指摘を受けた学校では、直ちに是正を行いま

した。全校に対しては、教育委員会から、通知

や学教連絡会、教育方針説明会などにおいて、

理科実験用薬品等の適正管理の徹底について周

知、指導を行いました。 

さらに、関係課による対策会議を行い、管理

職向けの研修会等での繰り返し周知すること

や、薬品の管理担当者向けに、札教研理科研究

部会への協力依頼や薬品管理のフローチャート

作成・配布に取り組んでいくこととしました。 

 その他、今年度及び昨年度の監査対象校のう

ち、適正に薬品管理が行われている学校から、

薬品庫の写真や管理状況の情報を集め、これら

を優良事例としてイントラネットの電子キャビ

ネットに投稿し、全校へ通知、紹介を行いまし

た。 

 今後についても、上記の取組みなどを実践し

ていきながら、適正に薬品管理を行うことの意

義や重要性について、管理職や関係職員に意識

づけを徹底し、薬品保管・管理事務の全市的な

改善を図っていくこととしたいと考えておりま

す。 

4 【報告書１２６ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

 種々の理由から長期間にわたり使用されない、又

は事実上使用不能であるにもかかわらず、不用手続

をとることなく、備品出納簿等の記録に残存し続け

る備品が相当数認められた。学校往査の結果を踏ま

えると、次のような分類が可能である。 

  ⒜ 使用可能であるが、使用の必要性が低下した

結果、使用していない（又は使用頻度が著しく

低い）備品  

  ⒝ 修繕すれば使用可能となるものの、修繕用部

品の調達が困難又は事実上不可能なために使用

していない備品 

学校における備品管理事務については、札幌

市会計規則に準じて作成した「学校事務の手

引」内において、物品管理要領や、物品関係帳

簿類の記入要領等が定められています。 

不用物品については、返納手続きの規定はあ

るものの、現物と帳簿類との照らし合わせ、い

わゆる棚卸しについての規定は定められておら

ず、日常的に備品の使用確認や点検を行ってい

なかったことが指摘の原因と考えられます。 

 今後については、今年度内を目途に、学校で

の棚卸しの具体的な作業方法や実施時期等を検

討のうえ、全校に通知することにより、改善を

図ってまいります。 
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  ⒞ 修繕すれば使用可能となるものの、修繕費用

が高額にのぼるために予算配当がなく放置し続

けている備品 

  ⒟ 不用手続を経由しているにもかかわらず、廃

棄されずに実在する備品 

  ⒠ 不用手続を経由せずに廃棄されたために、備

品出納簿上は記録され続けている備品 

5 【報告書１２８ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

 検索システムの運用を含め、学校図書の管理上の

不備は、少ながらず認められた事象である。 

検索システムに登載されている図書現物の書架に

おける検索ができない(1 校)（a）、検索システム

上の請求記号（NDC 分類記号）と図書現物に貼付さ

れているラベルの請求記号が一致していない(1 校)

（ｂ）、学級貸出図書につきいずれの学級に対し貸

出しされているのかの管理がなされていない(1 校)

（ｃ）、同様に、和英辞典 45 冊が貸出中とされて

いるものの貸出先が不明（1 校）（ｄ）、図書室の

開放性から貸出手続を経由せずに図書を帯出する児

童がいる（1 校）（e）、寄贈図書については数年

間にわたり図書登録をしていない（1 校）（f）と

いう事象が、学校往査により発見されている。 

学校図書館については、図書の登録・検索シ

ステムである「探調ツール」を用いて、各学校

で管理、運用を行っています。 

 (a)については、独自の図表を使用し、図書室

の使い方、分類、図書配置を児童に授業で教え

ており、これにより児童自らが目当ての図書を

見つける運用を行っていますが、今後、検索シ

ステムの情報でも現物の検索ができるよう、取

組みを進めていきます。 

(b)については、システムの移行作業で生じた

ものと考えられ、指摘後順次探し出し、修正済

みとなっています。今後についても、同様な事

例を起こさないよう注意して管理を行うことと

しています。 

 (c)については、指摘後、図書室以外の教室で

保管している図書の保管場所について、帳簿で

管理することとしています。 

 (d)については、辞書など授業で図書をまとめ

て貸し、図書の乗ったカートが適切に保管・管

理されていない実態が指摘の原因であることか

ら、カートの所在を把握できるよう、貸し出し

た場合は、帳簿を整備し、確実に記録するよう

改善を行いました。 

 (e)については、児童に対し、図書貸出のルー

ルの徹底を図りました。また、開放図書司書や

ボランティアの協力を得ながら、蔵書点検の折

に行方不明の図書を洗い出してもらい、各担任

に連絡して児童に呼びかけて返却を促すなど、

改善を図りました。 

(f)については、受付を確実に行って図書担当

者へ引き渡し、同担当者は速やかに登録を行う

こととするよう改善を図りました。さらに、探

調ツールでの適切な蔵書管理と定期的な蔵書整

理を行うことで、図書の管理を徹底していくこ

ととしています。 

6 【報告書１２８ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

 学校往査においては、図書廃棄処理上の不備が認

められた。 

 学校図書館の図書廃棄については、各学校

で、適宜廃棄するかどうかの判断を行い、その

都度廃棄処理を行っています。 

 (a)については、除籍処理はしていたものの現

物の廃棄は行っていなかったものですが、平成

29 年度末までにすべて廃棄処理を行いました。
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除籍本が廃棄されず家庭科準備室に保管されてい

た(1 校)（a）、複数回の返還督促にもかかわらず

返還されない図書について不明本として処理し、そ

の冊数（累積）が往査時現在で 800 冊超(1 校)

（b）、汚損図書、古本を司書室に保管しているが

除籍手続をしていない(1 校)（c）という事象を認

めた。 

今後については、除籍を行った後直ちに廃棄処

理を行うことを徹底するよう、関係職員に周知

しました。 

 (b)については、不明本の扱いを定めておら

ず、長い間現物がなくても除籍としないまま学

校蔵書としていたものであるが、現物数との乖

離があることから、蔵書管理上適切とは言えな

いと考えます。指摘後、不明本の扱いについ

て、一定年度を越えるものは除籍処理を行うこ

とに改めており、累積していた800冊超の不明本

についても、平成 30 年度中に除籍処理を完了さ

せる予定としています。 

 (c)については、除籍予定とのことで別室に保

管していた図書について、除籍、廃棄処理を行

っていなかったものです。指摘後、廃棄処理を

進めており、今年度内にすべて廃棄処理を完了

する予定としています。今後については、除

籍、廃棄処理を速やかに行うことを関係職員に

周知徹底しました。 

7 【報告書１３４ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

 会計区分に関する不備事象又は疑義事象が認めら

れた。 

⒜ 会計区分が異なる場合にそれぞれ預金口座を造

成する必要があるところ、複数の会計区分に属す

る費用が単一の預金口座において入出金されてい

る事例が認められた（2校）。 

⒝ 学校徴収金取扱要領3条 1項の会計区分・会計

項目に沿わない区分・項目による運用がなされて

いる事例が認められた（2校）。 

札幌市立学校徴収金取扱要領第３条において

は、「⑴法令に基づく徴収金」・「⑵学校教育

活動に係る徴収金」・「⑶関係団体に係る主な

徴収金」の３つに大きく分類し、⑴については

「給食費」と「保健費」、⑵については「行事

費（積立金）」・「生徒会費」・「教材実習

費」・「学校諸費」、⑶については「PTA 会

費」・「部活動費」・「同窓会費」を設けると

ともに、同要領第 21 条においては、預金通帳を

会計区分ごとに作成するものとしています。 

 しかし、指摘を受けた学校では、過去に造成

された預金通帳に合せた運用を継続するため、

異なる会計区分に属するものについて同一の預

金口座で管理、または、要領に沿わない会計区

分・項目による運用を行っていました。 

 指摘を受けた学校では、平成 30 年度から、要

領に沿った会計区分及び預金通帳を作成し運用

しているところであり、また、一部の学校おい

て同要領第３条第２項により会計区分を減じて

いるが、再度、その必要性を検証し、一部見直

しを行ったところです。 

8 【報告書１３５ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

 学校往査の結果、公費・私費の区分に関する考え

方が必ずしも厳密に浸透しておらず、私費の範囲が

緩和されていると判断される事例が認められた。以

下のとおりである。 

市教委では、「札幌市立学校における公費・

私費の区分に関する指針」及び「札幌市立学校

における公費・私費の区分の考え方」を各学校

に示し、公費としての学校配分予算の執行や私

費としての学校徴収金事務において適切な負担

区分のもとでの運用を実施するよう、各校に周

知しています。 

 指摘の内容については、それぞれ公費により
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⒜ 旅行に際しての引率教員に係る旅費等が、学校

徴収金から支出されている事例が認められた。生

徒に対する利益の直接還元性は認め難く、また児

童生徒の自主的・自発的参加による活動経費とも

認め難い。公費とすべき経費と解される（ゼミ旅

行の引率教員の旅費について1校）。 

⒝ 保健費（スポーツ振興センター共済掛金）の平

成 27 年度繰越金から「冷えピタシート」「ペッ

トシーツ」等の消耗品を購入していた事例があっ

た。これらは公費購入すべき費用に係るものと解

される（1校）。 

負担することが適当と判断できるものであり、

教職員の「札幌市立学校における公費・私費の

区分の考え方」に対する理解不足が原因でし

た。現在は、購入・支払の書類作成の流れの中

に学校事務職員も経由することで、再発防止に

努めているところです。 

9 第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

 学校徴収金取扱要領は、校長に対し会計区分ごと

の予算書の作成（13 条）、決定した徴収金の内

容・納入方法の保護者に対する通知（12 条）をそ

れぞれ義務付けている。しかしながら、必ずしもこ

れらが完全に履行されているとは認められなかった

学校があった（保健費・行事費・教材実習費・学校

諸費の各予算書の作成について1校）。 

札幌市立学校徴収金事務取扱要領第 13 条にお

いては、「校長は、会計区分ごとに予算書を作

成しなければならない。」と定めているとこ

ろ、指摘を受けた学校では、保健費、行事費、

教材実習費、学校諸費について、学校全体で札

幌市立学校徴収金事務取扱要領の内容をしっか

りと把握・理解していなかったため予算書を作

成していなかったものです。 

 平成 30 年度の徴収金事務においては、どの費

目についても予算書を適切に作成し、その内容

と納入方法について保護者に通知したところで

す。 

10 【報告書１３６ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

 学校徴収金を現金徴収した場合、その領収書には

学校長の領収印を押捺すべきことが学校徴収金事務

の手引きに定められているところ（4-2）、校長や

校務助手の私印が押捺されているという事例が認め

られた（4 校）。また、領収書の様式が学校徴収金

事務の手引きに沿っていないために徴収金の内訳等

が不明なものや、控えに不備が認められるものがあ

った（1校）。 

学校徴収金事務の手引きにおいて、現金によ

る徴収時には学校長の領収印を押捺した領収書

を発行することと定めているものの、「学校長

の領収印」について、職印とすべきか私印とす

べきかの明確な記載がなく、学校において私印

を押捺した領収書を発行する運用が行われてい

る場合が生じています。 

 「札幌市教育委員会公印規則」第２条におい

ては、「公印は、教育長名その他の職名又は委

員会名等をもって発する公文書に用いる印章と

する。」と定めており、この趣旨を鑑みた場

合、学校徴収金事務における領収書の学校長印

は公印とすべきものです。 

 このため、学校徴収金事務により発行する領

収書への公印の押捺について、全ての学校に周

知を図ります。なお、指摘の学校では、今後の

学校徴収金事務において、領収書の発行時には

公印を使用することを確認しています。 

 また、領収書の様式については、学校徴収金

事務の手引きにより定めているが、指摘を受け

た学校においては、校内における認識の誤りに

よりそれを使用していませんでした。平成 30 年

度から学校徴収金事務の手引きに沿った領収書

の使用に変更しています。 



- 6 - 

11 【報告書１３６ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

 徴収すべきでない事由があるのに学校徴収金を徴

収した事例が認められた（就学援助対象児童の給食

費8か月分について1校、給食停止中の生徒に関す

る給食費6か月分について1校）。 

学校給食費に関しては、「学校給食経理事務

処理の手引き」を作成しており、同手引きにお

いては、事故を未然に防止するよう、経理事務

を分担し、十分なけん制をとり得る体制を確立

することとしています。 

本件は、指摘を受けた学校において、そのよ

うな体制が十分に確立できておらず、複数の職

員によるチェックが不十分であったことに起因

するものと考えられます。今後は、複数の職員

によるチェック体制をとるととともに、同手引

きに基づき、適正な事務処理に努めてまいりま

す。 

なお、指摘を受けた事例に関して、徴収すべ

きでない徴収金については還付手続きが終了し

ております。 

12 【報告書１３７ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

 教職員が学校徴収金を立替払いしている事例も認

められた（1 校）。納入期限までに学校徴収金の納

入がないときは、本来、学校徴収金取扱要領の定め

るところに従って督促をなし、納入を求めるべきで

ある。 

札幌市立学校徴収金事務取扱要領第 19 条第５

項においては、「立替払は、これを禁止す

る。」と定められています。指摘の事例では、

納入期限までに保護者からの支払いがなされ

ず、やむを得ず学校職員が立替払いを行ったも

のであるが、不適切な対応でした。今回立替払

いを行った保健費については、その後、保護者

から支払いを受けています。 

 平成 30 年度からは、学校徴収金取扱要領や学

校事務の手引き等に定める督促を適切に実施す

るとともに、早期の納入に向けて保護者との積

極的な折衝を行うなどの対策を実施します。 

13 【報告書１３７ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

 未収・滞納に係る学校徴収金の弁済充当の方法が

記録上不明確な事例が認められた。 

徴収した金員について、弁済期が早期に到来して

いる徴収金に充当せず、このため年度を跨いで未

収・延滞が残置されている（1 校）。学校徴収金に

ついて指定充当をなしうる債務であると解したとし

ても、保護者側又は学校側のいずれかがかかる充当

指定をしたのか、記録上確認できず、会計処理上適

切とは言えない。 

 民法第488条及び489条において、債務者から

の一部弁済時の充当について定められていると

ころであり、指摘の事例においては、上記の定

めをもとに保護者との協議を経た上で、一部弁

済金を先に弁済期のある債務充当せず、後に弁

済期のある債務に充当したものです。しかしな

がら、この処理に際しての指定月の協議に関す

る記録が作成されていなかったものです。 

 指摘を受けた学校においては、今後同様の事

例が生じた場合、適切に協議内容を記録すると

ともに、市教委としても、各校に民法の規定及

び事務処理時の記録整備を確実に行うよう周知

します。 

14 【報告書１３８ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

 学校徴収金の全部又は一部について現金で徴収し

たものについては、校長がやむを得ないと認める場

合を除き、該当する会計区分の預金口座に収入の日

に入金しなければならないところ（学校徴収金取扱

札幌市立学校徴収金事務取扱第 15 条第２項に

おいては、「収入金は、校長がやむを得ないと

認める場合を除き、収入の日に金融機関に預け

入れなければならない。」と定められている

が、指摘のあった学校では、業務の繁忙や収入

事務の運用上の都合により、相当期間、学校内

で現金を保管していました。 

 現金取扱による事故発生等の危険性もあり、
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要領 15 条 2 項）、必ずしも「やむを得ない」とは

解されない場合についてまで、相当期間にわたり預

金口座への預け入れを行わず現金保管を継続してい

る事例が認められた（行事費（地下鉄代金）につい

て1校、給食費について1校、部活動振興会一般会

計に係る会費について1校）。 

校内における現金の取り扱いは必要最小限に留

めるよう、事務取扱要領等を踏まえた適切な事

務処理を進めることについてあらためて校内で

確認し、徹底を図っているところです。また、

指摘を受けた一部の学校においては、複数の担

当を充て、収入の日に預け入れる体制を確立す

るとともに、校内で現金を扱わずに「保護者に

よる指定口座への振込」による徴収を、今後進

めていく方針です。 

 なお、意見にもあるとおり、学校によっては

金融機関が遠距離にある場合や、業務の繁忙等

の理由から収入当日に入金できず、一定期間、

現金保管せざるを得ないケースは各校で生じ得

る問題です。 

 そのため、市教委としては、やむを得ず現金

保管が発生することを前提とし、現金の取り扱

いに係る事務の処理方法等について検討を進め

てまいります。 

15 【報告書１３９ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

学校徴収金を原資とする契約にあっては、見積合せ

が原則であり、特定随意契約は例外として位置づけ

られており、特定随意契約による方法が可能である

のは前記3つの場合に限られる。しかしながら、購

入等伺書上、特定随意契約を選択した理由が記載さ

れていないため、理由不明の事象が多数認められる

（教材実習費・行事費について1校、行事費につい

て1校、教材実習費について1校、生徒会費につい

て1校、学校諸費について1校、）。契約過程の適

正化、透明化のために理由を記載し、内外の検証に

耐えうるようにすべきである。 

  学校徴収金事務取扱第 18 条第３項において

は、物品等購入事務に際して三者以上の業者か

らの見積書の徴取等を定め、同条第４項におい

ては、前項の例外として特定者から見積書を徴

取できる条件を定めています。また、具体的な

事務処理方法については、学校徴収金事務の手

引きに記載しているところですが、10 万円以上

の物品購入契約等で特定者から見積を徴取する

場合の購入等伺書への理由の明記について、手

引き中に明確な説明がされておらず、書類上整

理がなされない場合がありました。 

 指摘を受けた学校においては、物品購入に係

る運用ルールを校内で再確認し、再発防止に努

めたところです。また、市教委としても、公費

の取り扱いに準じ、10万円以上の物品購入契約

等に際して特定者から見積を徴取する場合の理

由を伺書に明記するよう、研修会等を通じて各

校に周知したところであり、今後も継続して周

知してまいります。さらに、理由記載の必要性

に関し、手引きに明示するなどの改訂について

検討してまいります。 

16 【報告書１４０ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

性質上、三者以上の見積合せを実施すべきである

のに特定随意契約としていると解される事例が認め

られた（教材実習費・行事費について 1 校、貸切バ

ス運行等について2校、生徒会費について1校）。 

学校徴収金事務取扱第 18 条第３項において

は、物品等購入事務に際して三者以上の業者か

らの見積書の徴取等を定め、同条第４項におい

ては、前項の例外として特定者から見積書を徴

取できる条件を定めているところ、指摘の事例

では、事務処理上の認識不足により、三者以上

の見積合せを実施すべきところ、特定者からの

み見積を徴取し、契約に至っていました。 

指摘を受けた学校においては、公費の取り扱



- 8 - 

いに準じ、札幌市立学校徴収金事務取扱要領に

沿った適切な運用を行うよう改めて関係職員の

認識及び確認体制の強化を図ったところです。

市教委としても、各校での適切な事務処理につ

いて、各校への通知や研修により改めて周知し

てまいります。 

17 【報告書１４０ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

購入等手続の原則的形態である三者以上の見積合

せを実施しているものの、その手続において不備等

が認められる事例がある。 

 見積合せに参加した業者の見積書の作成年月日が

1 年以上も過去のものであるもののそのまま受付し

た事例、参加三者のうち二者が最低同一価格であっ

たが、購入伺書上このうちのいずれを選択した理由

が不明の事例（1 校）、教材費に関し、10 万円以上

の物品購入（技術、美術）につき、三者の見積合せ

を実施しているところ、各社の見積書には日付記入

がなく、適正に見積合せが行われたのか、事後的に

検証すると疑義が残る内容となっている事例（特に

4 件中 4 件について同一業者が最低価格を提示し、

受注に至っているため）、生徒会費に関し、生徒会

誌の印刷について三者見積合せを行った結果、二者

が同額の最低額だったが、この二者のうちどのよう

な方法により一者を決定したのか、記録上不明な事

例（1校）である。 

 なお、三者参加の見積合せにおいて、最低価格を

提示しなかった業者であるにもかかわらず、契約に

至っている事例もある（1校）。 

札幌市立学校徴収金事務取扱第 18 条第３項に

おいて、「三者以上の業者から見積もりを徴

し、契約締結について校長の決裁を受けた上

で、最低価格を提示した業者と契約しなければ

ならない。ただし、調達の性質又は目的が価格

以外の条件を必要とするものであり、かつ、当

該条件を業者に通知している場合には、最も有

利な条件を示した者を契約の相手方とすること

ができる。」と定められており、同要領第 18 条

第４項においては、特定者からの見積書を徴取

出来る場合の条件が示されています。また、学

校徴収金事務の手引きにおいて、契約相手の決

定にあたっては、「物品等購入伺」に選定理由

を記載することと説明があるが、価格以外を判

断材料として決定した場合の理由記載の必要性

については、明記されていません。 

 指摘の事例は、業者からの見積書の内容につ

いて、見積書の日付記載に不備があるものの、

見積自体は有効と学校長が判断し受理したもの

や、発注業者の決定にあたっての選定理由を適

切に記録していなかったものです。 

 今後は、公費の取り扱いに準じ、見積書の日

付不備の場合の取扱いや契約業者の選定理由の

伺書等への明記について、各校への通知や研修

会等を通じて各校に周知してまいります。 

18 第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

  購入伺書上の不備は、枚挙のいとまがない。 

 伺書について見積書等の証憑の添付がない事例

（2 校）、伺書に業者名・見積金額の記載がない事

例（3 校）、見積書等の日付の記載がない事例（1

校）、10 万円以上の物品購入であるが見積書の実

在性が確認できない事例（1 校）がそれぞれ認めら

れた。 

札幌市立学校徴収金事務取扱要領第 18 条にお

いて見積書の徴取や決裁時の記載事項（見積業

者名等）が定められており、学校徴収金事務の

手引きにおいては書類様式や記載事項等が明記

されています。また、同要領第 23 条において

は、関係帳票に係る適切な整理保管を定めてい

るところです。 

 指摘の各事例については、学校徴収金事務に

おける契約手続きの認識不足及び確認不足等に

起因するものです。 

 指摘の内容について、各学校において必要な

改善を行い、再発防止のために物品等購入時の

書類整備の必要性を校内で確認したところで

す。市教委としては、各校における適切な事務

処理について、各校への通知や研修等の機会を

通じ周知してまいります。 



- 9 - 

19 第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

学校往査において顕著に認められたのは、業者に

対する支払遅延である。その原因は、支払原資であ

る徴収金の未収にある。遅延期間は様々であるが、

支払期限から数か月後の支払は稀な事例ではない。

年度当初の4月請求に対し支払が年度末の3月とい

う事例さえ認められた（用紙費（学校諸費）につい

て 4 か月ないし 7 か月後の支払（1 校）、給食費に

ついて牛乳業者に対し 3 か月後の支払、教材費につ

いて半年以上経過後もなお未払状態（1 校）、学校

諸費（用紙費）について半年近く後の支払（1

校）、教材実習費について約 4 か月後の支払（1

校）、学校諸費について約 5 か月後の支払（1

校））。 

 これら支払遅滞が、業者に対し犠牲を強いている

のは明らかであるが、業者がその犠牲の見返りに特

定随意契約による一者受注という恩恵を受けるとい

う、不透明な相互依存関係、互恵関係が伏在すると

すれば、財務執行上問題となる。学校長は、かかる

疑念を持たれないよう、支払遅滞を可及的に減少さ

せ、正常な取引関係を維持すべきである。 

  学校徴収金事務の手引きでは、業者から請求

書の提出があった場合、速やかに支払うことが

明記されています。しかしながら、各事例につ

きましては保護者からの納入遅延等により業者

への支払いの遅延が生じていたものです。 

 指摘を受けた学校では、保護者から期限まで

に納入されるよう、徴収方法を工夫するととも

に、未納が生じた場合の督促や納付折衝をより

早期にかつきめ細かく行うよう、各校で対策を

講じることとしました。 

 

20 【報告書１４１ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

支出事務手続上、支払伺書に記載し、又は添付す

べき書類に不備がある事象等が多数認められた。 

現金取扱者の署名押印が欠缺している事例（2

校）、支払伺書に添付された業者からの見積書、納

品書、請求書に日付の記載がない事例（2 校）、支

払伺書に支払年月日の記載が欠けている事例（1

校）、領収書の添付又は費用の積算根拠が明示され

ていない事例（1校）である。 

 札幌市立学校徴収金事務取扱要領第 19 条第４

項においては、「支出を済ませた場合は、関係

帳票を速やかに整理しなければならない。」と

定められており、また、同要領第 23 条において

は、「関係帳票の整理は、会計区分に従って適

正に分類管理しなければならない。」と定めら

れています。また、学校徴収金事務の手引きに

おいては、各書類への記載事項等が示されてい

るところです。 

 指摘の事例については、事務処理上の認識不

足や確認不足等に起因するものです。該当校に

おいては、指摘の内容について必要な改善を実

施するとともに、校内において、公費の取り扱

いに準じた適切な事務処理を進めるようあらた

めて関係職員の認識及び確認体制の強化を図っ

たところです。なお、一部の学校における指摘

の事例については、関係団体に係る徴収金の事

務運用に関することであり、学校徴収金取扱に

係る要領や手引きが適用されるものではありま

せんが、関係団体に係る徴収金への取扱要領の

適用範囲の検討の中で、より適切な事務処理に

向けた検討を進めてまいりたいと考えていま

す。 

 また、市教委としても、各校における適切な

事務処理について、各校への通知や研修等の機
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会を通じ周知してまいります。 

21 第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

異なる会計区分間の流用支出は、会計区分制度の

趣旨からして禁止されることは当然と解されるが、

ある会計区分上の支払原資が払底したことにより、

他の学校徴収金会計から借用（流用）して支出に及

んだという事例が認められた（保健費支払のための

事務費からの流用について1校）。 

札幌市立学校徴収金事務取扱第 22 条において

は、異なる会計区分間の流用を禁止としている

ところですが、指摘の事例については、保健費

に係る徴収金が一部保護者から納期限までに納

入されず、余剰金の生じていた他の会計区分か

ら一時的な流用を行って支払い処理を行ったも

のです。 

 保護者から期限までに納入されるよう、徴収

方法を工夫するとともに、未納が生じた場合の

督促や納付折衝を適切に行い、指摘にある不適

切な事務処理が生じないように改善してまいり

ます。 

22 【報告書１４２ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

支出年度に関する誤処理事例が認められた。平成

27 年度中の請求に係る支払が平成 28 年度中に行わ

れた場合、平成 27 年度会計の支出として処理され

るべきである（生徒会費の支払について1校）。 

 札幌市立学校徴収金事務取扱要領第６条にお

いて、学校徴収金の会計年度は、「毎年４月１

日に始まり翌年３月 31 日をもって終了する。」

と定められており、現に受払を行った日の属す

る年度によることとしています。 

指摘の事例では、３月 31 日までに支出を完了

する必要がありましたが、保護者から一部の納

入が遅れたことにより、翌年度に入ってから支

払いを行ったものです。 

 今後は、保護者から期限までに納入されるよ

う、徴収方法を工夫するとともに、未納が生じ

た場合の督促や納付折衝を適切に行い、指摘に

ある不適切な事務処理が生じないように改善し

てまいります。 

23 【報告書１４３ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

 繰越金の転記ミスが認められた（平成 28 年度給

食費収支計算書についての前年度繰越金の転記ミス

につき 1 校、平成 28 年度給食実施計画書の前年度

繰越金額についての転記ミスにつき1校）。 

 学校徴収金事務の手引き及び学校給食経理事

務の手引きにおいて、給食費収支計算書等の様

式や記載内容について記載されているところで

すが、指摘の事例については、事務処理上の確

認不足に伴う誤りでした。記載誤りの箇所を修

正したとともに、再発防止のため、校内でのチ

ェック体制を強化しました。 

24 【報告書１４３ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

会計処理上の不備として、期末における仕訳未処

理の預金残高が認められた（1校）。 

 札幌市立学校徴収金事務取扱第 17 条第１項に

おいては、「収入、支出の金額は、預金通帳、

金銭出納簿及び関係帳票と符合しなければなら

ない。」と定められています。指摘の事例につ

いては、事務処理上の認識不足や確認不足等に

起因するものです。再発防止のため、平成 30 年

度の開始時に要領に沿った運用ルールを校内で

確認し、また、日々の出納簿管理等に係るチェ

ック体制を校内で強化しました。 

25 【報告書１４３ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

 札幌市立学校徴収金事務取扱要領第 17 条第１

項においては、「校長は、収入済みの学校徴収

金について、これを還付すべき事情が生じたと

きは、速やかに保護者に還付しなければならな
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 校長は、徴収済の学校徴収金について、転校等に

よりこれを還付すべき事情が生じた時は速やかに保

護者に還付すべきものとされている（学校徴収金取

扱要領 17 条 1 項）。その手続は、学校徴収金事務

の手引きにおいて定められている。しかしながら、

監査した記録上、当該手引きに沿っていない還付や

手続上疑義のある処理が認められた（給食費の還付

の記録について 1 校(a)、退学・転校等による生徒

についての還付について1校(b)）。 

い。」と定められています。 

 a の事例については、給食費の還付手続きにあ

たり、旧年度分の還付金があることが５月に入

ってから判明して還付処理したものについて、

給食費消費税申告の手続きに係る処理時期の都

合上、システムサポートセンターからの指示に

より、システム上は４月に還付したものとして

入力していたものですが、実態とは乖離した不

適切な処理であった。今後は、給食費に係る当

該年度の出納整理期間終了までに未処理事項が

無いか適切に確認を実施するなど、保護者への

還付漏れなどの不適切な状況が生じないよう再

発防止に努めてまいります。 

 b の事例については、徴収金（教材費）の一部

が未納となっていた生徒が退学・転出する際、

PTA 会費等で還付すべき徴収金が生じていたもの

について、札幌市立学校徴収金事務取扱要領第

17 条第２項において、「前項の規定にかかわら

ず、未納金がある場合には、還付金と相殺する

ことができる。」と定められていることをもと

に、相殺処理を行ったものですが、処理の流れ

や、保護者への説明実施の有無が書類上不明確

であった事例です。かかる処理にあたっては、

客観的に処理の妥当性が確認出来るよう必要な

記載を整備し、透明性のある適切な事務処理に

努めてまいります。 

 

26 【報告書１４３ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

 学校徴収金事務の手引きに定める手続上の不備が

多々認められた。還付に際しての日付の記載のない

領収書、領収印を欠く領収書がある事例（2 校

(a)）、就学援助の取消しに伴い、本市に返納する

際に保護者の同意書面が確認されない事例（1 校

(b)）である。 

札幌市立学校徴収金事務取扱第 17 条第１項に

おいては、「校長は、収入済みの学校徴収金に

ついて、これを還付すべき事情が生じたとき

は、速やかに保護者に還付しなければならな

い。」と定められており、また、学校徴収金事

務の手引きにおいて、還付処理に係る書類様式

や具体的な事務処理方法が定められているとこ

ろです。a の事例は、還付処理時に領収書（写）

への日付等の必要事項の記載や押印を失念して

いたものであり、事務処理上の認識不足や確認

不足等に起因する誤りです。本事例の該当校で

は、還付処理時の適切な書類整備を徹底したと

ころであり、今後、管理職による定期的な確認

を実施するなど、再発防止に努めています。 

次に、b の就学援助における給食費の受領及び

経費への充当に関しては、就学援助申請時に保

護者より学校長へ委任することについて承諾を

得ています。 

 平成 31 年度からは、上記に加えて過支給とな

った給食費の返納についても、就学援助申請時

に保護者より学校長への委任について承諾が得
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られるよう、申請書面を変更するための検討を

進めています。 

27 【報告書１４４ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

PTA 特別会計からの寄附がなされたものの、受理

手続がなされず、学校備品への登録手続もなされて

いない事例が認められた（1校）。 

寄附受理に関しては、「寄附受理に関する事

務取扱要領」のとおり、寄附受理手続を行うべ

きと定められています。しかし、本寄附が行わ

れた平成 28 年度は、学校の寄附担当者及びＰＴ

Ａ特別会計担当者が代わったばかりであったこ

ともあり、手続きが漏れてしまったものです。 

 本指摘を受け、平成30年２月22日に本寄附に

関し、寄附受理手続を完了しました。 

また、全校に寄附受理手続の徹底に関する通

知を発出します。 

 なお、本寄附物品のシューズトレイは、１個

当たり292円であり、会計規則第117条及び「財

務経理ハンドブック」のとおり、消耗品として

扱われるため、備品登録が必要な物品ではあり

ません。 

28 【報告書１４４ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

教育活動備品が、生徒会会計からの頻回かつ多額

の寄附によって取得されている事例が認められた。

本来、公費をもって取得すべき備品も含まれるもの

と解されるうえ、生徒会自体の自由かつ自主的判断

により出捐したかについては疑義が残る（1校）。 

寄附者に関しては、公職選挙法に基づくもの

を除き、制限を設けていません。 

本校生徒会は、生徒が自主運営しており、生徒

会において、生徒会費の使途についても生徒

達が決めています。 

公務における学校備品については、各年度、

老朽度や必要性等を考慮し、予算の範囲内にお

いて、教育委員会事務局または学校において、

適宜購入しているところでありますが、本寄附

物品は、学校から購入を依頼したものではな

く、生徒会において、自ら寄附による物品の購

入を決定し、それに基づいて、「寄附申出書」

を自主的に学校に提出したものであります。 

そのため、本寄附についても、「札幌市立学

校における公費・私費の区分の考え方」にある

とおり、関係規定に従った適正な手続きを経

て、寄附の受領を行っているものであると認識

しています。 

 学校における寄附受理に関しては、平成 30 年

８月 29 日付で、「寄附受理手続の遵守」に関す

る通知を全校(園)宛に発出し、今後も、寄附申

出書の提出等関係規定に従った適正な手続きを

進めていきます。 

 また、本学校宛通知内において、学校におけ

る寄附においては、学校が寄附を期待している

かのように受け取られないよう留意し、割り当

て的に寄附を求めることのないよう、その旨も

併せて周知しました。 

29 【報告書１４４ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

本事例については、平成 28 年度の会計におい

て、生徒会活動の振興を目的として、学校関係

団体がその規約に基づき、生徒会会計へ部活動
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校） 

生徒会会計と学校関係団体会計との間において資

金貸借が常態化している事例が認められた。財政運

営上好ましくなく是正されるべきである（1校）。 

の遠征費に係る支援金として支出を行い、決算

時に生徒会会計の残高から学校関係団体に対し

て返還を行ったものです。平成 29 年度の生徒会

規則においては、学校関係団体による支援に依

存することの無いよう、遠征費に関する規約を

整備しており、平成 30 年度予算に関して、適切

な予算立案及び予算執行に努めてまいります。 

30 【報告書１４４ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

学校関係団体から支援を受ける場合は、それが自

発的提案であることを対外的に説明できるよう書面

等を徴取すべきである（1校）。 

本指摘については、学校関係団体から、当該

団体会則「第二章第４条（1）教育施設および文

化体育などの教育活動に必要な助成」の規定に

基づき教育施設に関して助成を受けており、毎

年、グラウンド整備費を同程度の金額で支援を

受け、決算報告書で団体会員に報告するという

扱いを行ってきました。 

本指摘を受け、今後については、学校関係団

体から、グラウンド整備費等の施設設備の支援

を受ける場合は、必ず書面等を徴取するよう取

扱いを改め、校内の関係職員に周知徹底しまし

た。 

31 【報告書１４５ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

学校往査の結果、校長による検査が必ずしも適切

に実施されていない事例が認められた。年 1 回の会

計検査しか実施していない（1 校）、給食費を含む

全学校徴収金会計について校長による検査記録が存

在せず会計検査の不実施を窺わせる（1 校）、給食

費に関する校長による検査記録が存在せず会計検査

の不実施を窺わせる（1校）という事例である。 

札幌市立学校徴収金事務取扱要領第 25 条にお

いては、10 月と３月に学校長が自校の会計検査

を実施することが定められていますが、指摘の

各事例では、要領に沿った会計検査を実施して

いませんでした。札幌市立学校徴収金事務取扱

要領に定められる内容への理解が浅かったもの

であり、平成 30 年度から、要領や手引きに定め

られていることを遵守します。 

 

32 【報告書１４５ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

決算・監査に関する不備は、保護者に対する報告

に関する不備を含め、これもまた数多く認められた

事象のひとつである。 

 保健費（スポーツ振興センター共済掛金）、行事

費、教材実習費及び給食費の 4 会計区分につき、決

算書を作成していない事例（1 校）、PTA 一般会計

以外の会計区分毎（保健費、行事費、教材実習費、

学校諸費）の決算書がいずれも作成されていない。

従って監査も不実施であり、適式な保護者に対する

報告も不実施である事例（1 校）、所定の計算書に

ついて校長の検印が欠缺し、監査委員による監査報

告も不添付であることから監査自体の不実施が窺わ

れる事例（給食費について 1 校）、保健費について

決算が不実施であり監査委員による監査も不実施で

札幌市立学校徴収金事務取扱要領第 14 条にお

いては、「校長は、会計年度終了後速やかに会

計区分ごとに決算書を作成し、その結果を、監

査の結果と併せて保護者に報告しなければなら

ない。（後略）」と定められており、また、同

要領第 26 条第１項においては、「会計年度の決

算書を作成したときは、監査委員の監査を受け

なければならない。監査の結果は、決算の報告

と併せて保護者に報告しなければならない。」

と定められています。 

 指摘の各事例については、各学校において、

札幌市立学校徴収金事務取扱要領の定めに係る

理解が浅く、不十分な決算・監査報告を行って

いたものです。指摘の各学校においては、札幌

市立学校徴収金事務取扱要領に沿って、決算・

監査報告を行うよう改善しているところです。

市教委としては、監査や決算の適切な実施につ

いて、各校への通知や研修等により各校にあら
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ある事例（1 校）、保健費及び生徒会会計について

決算書が不作成であり、給食費会計を含め保護者に

対する決算報告もなされていない事例（1 校）、

PTA 一般会計以外の会計区分毎の決算報告がなされ

ていない事例（1 校）、生徒会会計につき監査委員

による監査報告が行われていない（1校）がある。 

 このほか、決算書を保存していない事例も認めら

れた（給食費会計について1校）。 

ためて周知してまいります。 

 

33 【報告書１４６ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

監査は実施されたものの、不相当に遅滞した時期

に実施された事例がある（平成 28 年度の給食費会

計監査について平成 29 年 7 月に至って初めて実施

された事例について 1 校）。監査遅滞についての合

理的理由は認められない。なお、この会計について

は保護者に対する報告も欠けている。 

札幌市立学校徴収金事務取扱第 14 条において

は、「校長は、会計年度終了後速やかに会計区

分ごとに決算書を作成し、その結果を、監査の

結果と併せて保護者に報告しなければならな

い。（後略）」と定められており、同要領第 26

条においては、「会計年度の決算書を作成した

ときは、監査委員の監査を受けなければならな

い。監査の結果は、決算の報告と併せて保護者

に報告しなければならない。」と定められてい

ます。本事例については、平成 28 年度の給食費

に係る監査が平成 29 年７月に実施されていたも

のであり、保護者への報告も行われていません

でした。 

 指摘を受けた学校では、平成 29 年度の給食費

に係る監査を平成 30 年 5 月末に実施し、同年 6

月当初に保護者に報告するなど、改善に向けた

対応を行いました。 

34 【報告書１４６ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

監査が実施された場合の監査委員の肩書表示に不

備がある事象が認められた（生徒会費・学校諸費・

教材実習費の監査委員について１校、PTA 会費以外

の会計について１校）。 

PTA 等の関係団体に係る徴収金については、そ

の性質上、関係団体の役員により監査報告がな

されるものです。一方、関係団体に係る徴収金

以外は、校長が保護者から選出した監査委員に

より監査報告がなされるものであり、PTA 等の関

係団体役員によるものではありません。この

点、誤解を招く恐れがあることから、学校徴収

金事務の手引きにおいても明記しているところ

です。 

 しかし、指摘の２校においては、関係団体に

係る徴収金以外に関する監査報告を行う保護者

総会と、PTA 会計に係る監査報告を行う PTA 総会

を同一日に続けて行ったこと、また、それぞれ

の監査委員が兼務になっていることにより誤っ

た表示をしたものです。 

 平成 30 年度以降の監査報告時には、肩書表示

に誤りが生じないよう、十分に注意いたしま

す。 

35 【報告書１４７ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

 往査した学校について僅かな例外を除き、内部監

本件については、学校事務の手引きに基づき

実施する内部監査の重要性の理解不足に起因す

るものです。 

今回の指摘を受け、各学校・園に対し、内部

監査の意義及び役割を改めて確認するととも
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査実施計画が未作成であり、従って内部監査が実施

されていない。学校運営誌には毎年内部監査実施計

画が掲載されているものの、監査自体は不実施とい

う事例もある（１校）。内部監査制度自体の認識が

ない学校が圧倒的であり、制度の趣旨・目的を周知

し、月例の内部監査を励行すべきである。 

に、内部監査実施計画の作成並びに実施につい

て適正な事務を行うよう通知し、周知を図りま

した。 

各学校・園においては、学校事務の手引きに

基づき作成した監査実施計画により、内部監査

を実施してまいります。 

また、教育委員会事務局においても、内部監

査の実施に関する定期的な周知を行うととも

に、監査方法等の見直しについて検討してまい

ります。 

36 【報告書１４８ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

主要な学校財産である校地・校舎の使用に関し、

若干の不備事象が認められた。市立学校職員の自家

用車に係る校地使用承認申請簿上の不備が認められ

る事例（４校）（a）、校舎の目的外使用に係る校

舎目的外使用許可申請書上の不備が認められる事例

（１校）(b)である。 

 学校職員の自家用車駐車については、「札幌

市立学校職員の自家用車に係る校地使用事務取

扱要綱」において取扱いを定めています。 

 ａのうち１校については、前年度分の校地使

用承認登録簿等を誤認により廃棄してしまった

もので、今後、文書廃棄に際しては保存期間を

確認し慎重に行うよう関係職員に周知しまし

た。 

 a のうちその他の１校については、同要綱によ

り、申請書の写しに校長の職印を押印したもの

を申請者に交付するとしており、学校保管の原

本に学校長の押印は必要ないと判断できること

から、申請簿上の不備には当たらないと考えて

います。 

 a のうちその他の１校については、申請書の確

認が不十分であったため、生じたものです。指

摘後、速やかに是正をしたところであり、学校

全体に対しては、記載事項を改めて職員に周知

しています。また、今後はチェック体制を強化

して、再発防止に努めてまいります。 

 校舎の目的外使用許可については、「札幌市

公有財産規則」、「札幌市教育委員会学校等使

用規則」、「学校(園)長が許可できる目的外使

用取扱要綱」に基づいて、事務を行っていま

す。 

 指摘を受けた学校については、規則等の理解

が不十分であったため、生じたものです。指摘

後、誤っていた様式も再度徴取し直したうえ

で、速やかに是正を行いました。関係規程を改

めて関係職員に周知したところであり、今後は

チェック体制を強化するなど、再発防止に努め

てまいります 

37 【報告書１７５ページ】 

第４－１⑴ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（生涯学習部） 

 校務用コンピュータシステム設定業務委託契約書

によれば、再委託は原則として禁止され、「役務の

 当該業務は、複数の学校においてコンピュー

タ機器の設定作業を行うものですが、性質上、

学校は地理的に分散しており、同一人物が同時

に複数の学校の作業を行うことは困難であるた

め、受託者においては、まとまった人数の作業
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 性質上特に委託者がやむを得ないと認めた場合」に

限り許される。再委託申請の理由は、契約期間が短

期であり緊急対応のため社内及び現地対応人員の補

充が必要となったとのことであったが、契約期間は

仕様書等により契約前に開示されており、そもそも

再委託なしに業務を履行できる体制が整って備わっ

ていたのか疑問があり、人員補充は「やむを得ない 

場合」には該当しないものと思料される。 

再委託が原則として禁止される趣旨に照らし、再

委託要件充足の有無は、適切に判断されるべきであ

る。 

員を確保する必要があるものであったと考えて

います。また、業務開始後に各学校の都合を考

慮の上で作業スケジュールを組み立てる必要が

あるため、受託者が当初想定したスケジュール

とはかい離が生じる可能性のある業務であった

と考えています。 

そのため、作業スケジュールの組み立てにあ 

たって早い段階で人員を確保・増強し、限ら

れた期間の中での業務履行を確実なものとする

ために再委託を行うことはやむを得ないものと

考え、再委託を承認したものです。 

 しかしながら、指摘のとおり、再委託を前提

とした応札であったともとらえることができる

ため、今後は、業務履行期間を延長する等、受

託者がより作業を進めやすい仕様となるよう検

討の上で業務委託を行います。なお、やむを得

ない事情で再委託の申請があった場合には、契

約書の主旨に則した再委託の可否判断を行うよ

うにいたします。 

38 【報告書１９７ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

教育委員会（教職員課）が保管する非常勤講師出

勤簿において勤務時間数の誤記があり、過支給が生

じていると思われる非常勤講師 1 名が判明したが

（6 時間勤務のところ、7 時間勤務として給与が支

給されていた）、調査の結果、学校保管の出勤簿に

おいては訂正済みであったものの、それが教育委員

会（教職員課）に提出されていなかったことが判明

した。給与の支給根拠となる出勤簿の取扱いが杜撰

であり、チェック体制を厳格にすべきである。 

非常勤講師の報酬は、教育委員会（教職員

課）が学校から勤務実績の報告を受け、これに

基づき支給しています。 

本件については、勤務実績報告後に報告内容

を修正する場合の手順が確立されておらず、支

給根拠となる出勤簿の確認が不十分であったこ

とが原因であり、教育委員会（教職員課）に訂

正後の出勤簿が提出されないまま、勤務時間数

の変更を賃金報酬システムに入力し、報酬を支

給していたものです。 

平成 30 年 1 月から勤務実績の報告方法を変更

し、「臨時・非常勤職員勤務実績報告票」（出

勤簿より集計した勤務時間数等を記載）により

報告を受け、これに基づき報酬を支給していま

す。 

勤務実績報告後に報告内容を修正する場合に

は、当月分については上記報告票の再提出を、

前月以前分については勤務実績訂正報告書の提

出を受け、これを確認して報酬を支給するよう

事務を見直しました。 

また、各学校に配布する賃金・報酬支給調書

に、報酬の支給根拠とした勤務時間数、出勤日

数等を記載しており、各学校で勤務実績が正し

く報酬に反映されているかを適宜確認できるよ

うにしました。 

39 【報告書２０６ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

 不登校支援ボランティア1名に対する平成29年3

不登校支援ボランティアの報償費は、毎月提

出される出勤簿にて出勤回数を確認し、支給し

ています。本件については、その確認の際に担

当者が誤った回数で計算したことが原因で発生
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月分の報奨金支給に関し、出勤回数 6 回のところ、

7 回分と計算し、1 回分を過誤支給している。他事

業に関しても見受けられる事象であるが、年度末で

あり、かつ担当者が 4 月から異動する場合、このよ

うなミスが生じる。過誤支給に係る報償費の返還を

求めるべきである。 

した支給です。 

これについては、担当者以外の者もチェック

を行い、十分なチェック体制を作ることで過誤

支給が起こらないように事務を見直しました。 

また、過誤支給が判明した対象者については

平成29年度中に報償費の返還を終えています。 

40 【報告書２０７ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

時間講師（非常勤講師）については、時給 2,800

円の割合による報酬のほか交通費が支給されるとこ

ろ、1 名の講師に関する「非常勤講師通勤手当相当

額認定申請書」につき、申請日付・運賃額・決定額

いずれも空欄のままであり、教職員課長決裁欄にお

ける決裁印もないまま、交通費（通勤手当相当額）

が支払われていた（同講師は平成29年1月に任用、

通勤手当相当額として翌2月に680円（2日分）、3

月に 2,380 円（7 日分）を支給済み）。必要事項の

記載がない前記申請書につき、一旦学校側へ返戻し

たものの、その後のフォローを行わず、賃金報酬シ

ステムに入力処理したことにより、交通費が支給さ

れたものである。 

本件については、「非常勤講師通勤手当相当

額認定申請書」に不備があったことから、学校

へ返戻したものの、不備が解消された申請書が

再提出されたかどうかを確認しないまま、賃金

報酬システムに入力処理したことが原因です。 

賃金報酬システムへの入力処理は、「非常勤

講師通勤手当相当額認定申請書」等の届出書類

を確認のうえ行うことを再徹底しました。 

その上で、書類を記載不備等により学校に返

戻する場合には、返戻状況を管理するとともに

訂正箇所や再提出の必要性を学校へ明示するよ

う事務を見直しました。 

 

41 【報告書２０７ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

a学校開設準備室の職員に係る平成29年3月分賃

金（60,660 円、7 日分）の支給の基礎となる出勤簿

に現認印がないまま支給されている。 

 本件については、a 学校開校準備室において、

勤務当日の現認印を失念し、また、その後の賃

金支給事務の際にも、経理担当者等の確認不足

に起因し発生したものです。 

 当該日の臨時職員の勤務実績が職員への聴取

等で確認できたことから、改めて現認印を押印

し、事務処理を改めました。 

 今後は、出勤簿を整理する担当者が当日中に

出勤簿の押印状況と職員の出勤状況を確認する

ことを徹底したうえで、指定課長による確認も

行い、押印漏れが発生しないように努めます。

また、賃金支給事務の際にも経理担当者におけ

る再確認を行い、再発防止に努めることとしま

す。 

42 【報告書２１４ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

 学校図書館ボランティアに進呈される図書カード

の調達方法について、単価に変動がみられることか

ら、一般競争入札とすべきである。本件調達時にお

ける本市の物品・役務契約等事務取扱要領上も、図

書カードは、図書券と同様に、同要領 48 条ウの

「定価販売品」に該当していたが、予定価格が 100

万円超であることから、同要領 48 条による特定随

意契約によることができないものと定められており

（特定随意契約は、地方自治法施行令 167 条の 2第

本件については、本市の物品・役務契約等事

務取扱要領により、予定価格が100万円を超える

ため、物品の調達にあたっては、原則として競

争入札による契約を行うべきであると定められ

ています。 

しかし、同要領 48 条ウの「定価販売品」に該

当していたことから、調達方法を特定随意契約

としていたものです。 

指摘を受けて、平成 30 年１月以降、本事業に

関して、図書カードを購入する場合の調達方法

について、予定価格が100万円を超える場合は、

一般競争入札の方法により契約を行っていま
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1 項各号に該当しない限り、これをなし得ない）、

同要領 42 条に基づき、原則として競争入札による

必要があったものである。 

す。 

また、今後、同様のことが起こらないよう、

物品・役務契約等事務取扱要領の確認や契約管

理課への確認を随時行って物品・役務の調達を

行います。 

43 【報告書２１５ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

特別外部指導者に対する謝金の根拠資料として、

「運動部活動特別外部指導者活動報告書」を提出す

る必要があるが、本人印のみで校長印（現認印）が

ないものが数件認められた（平岸中学校及びのぞみ

分校、月寒中学校）。特別外部指導者に対する謝金

の支出根拠である活動報告書は適切に作成され、支

出担当者においてもこれを確認すべきである。 

報告書の取扱いについて、学校において活動

当日の現認印を失念し、その後の謝金支出事務

の際にも、経理担当者等の確認不足に起因し発

生したものです。 

今後は、報告書を整理する担当者が当日中に

活動日の押印状況と活動状況を確認することを

徹底した上で、謝金支出事務の際にも経理担当

者における再確認を行い、再発防止に努めるこ

ととします。 

44 【報告書２１６ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

 a 学校において、男子バスケットボール部の特別

外部指導者として2名が委嘱され、平成 28 年 11 月

まで 2 名の外部指導者に対し、各人に所定の謝金が

支給されていたところ、平成 29 年 1 月は外部指導

者数に関わらず 1名分の謝金支給に、翌 2月は 2名

分の謝金が支給され、翌々月の 3 月には再び 1 名分

の謝金支給となった。教育委員会事務局は、運動部

活動特別外部指導者活用事業実施要項上、特別外部

指導者に対する謝金は「単独での部活動指導」があ

った場合に発生するものと解し、この点についての

学校側との協議が不十分であったことによる混乱で

あるが、同一部活動に複数の特別外部指導者を委嘱

した事実自体は否定できないことから、平成 29 年

11 月に至り、平成 29 年 1 月及び 3 月の不支給とさ

れた 4 日分の謝金につき遡及的に追加支給すること

とした。もっとも、この点、すなわち同一部活動に

ついて複数名の特別外部指導者による指導がなされ

た場合も謝金対象とすることに関しての前記要項の

明示的な変更はない。この点、教育委員会事務局

は、解釈変更により処理したものと説明している

が、十分な措置とは言えない。もともと前記要項に

定める「単独での」部活動指導の文理的意義は、顧

問教諭の管理監督下に非ずしてという指導上の「独

立性」を意味するものであって、そのような特別外

部指導者が「単数」に限られるのか、複数を許容す

るのかについては、要項の定め方自体が曖昧であ

り、両様の解釈が可能である。前記のとおり解釈変

更を行ったとすれば、その旨の通知を発出し、学校

現場における混乱を予め回避すべきである。 

要項の「単独での指導」という表現が、特別

外部指導者が単数に限られるのか、複数を許容

するかについて曖昧であったことが原因と考え

られるため、平成30年３月13日に要項の改訂を

行い、要項内の「単独での指導」という文言を

全て「顧問教諭不在時の指導」と変更し、複数

の特別外部指導者の指導を許容することについ

て、各学校に示しました。 
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45 【報告書２１９ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

 スーパーサイエンスハイスクール（SSH）研究開

発事業に係る事務員の謝金は、月払いとされている

ところ、査閲資料（例えば、「平成 29 年 3 月 SSH

事務員謝金 支給調書」）によれば、勤務時間は月

単位で合計し、「勤務時間合計における 1 時間未満

の部分は、札幌市臨時職員に準じた取り扱いとし、

30 分以上は繰り上げて 1 時間とし、30 分未満は切

り捨てて計算する」ものとして取り扱われている。

この根拠は、職員給与条例施行規則 10 条のようで

あるが、同条は、時間外労働における切り捨て計算

の根拠となるに過ぎない。本事例は、時間外労働の

切り捨て計算の問題ではなく、実労働時間に対応す

る謝金を支給すべきである。 

本件について、スーパーサイエンスハイスク

ール（SSH）研究開発事業に係る事務員に対して

は、活動時間に対応して謝金の支払を行うこと

と定めており、この謝金額の算出方法に関し

て、一部、本市の職員給与条例に準じた取扱い

を行う旨の記載をしていたことが原因です。 

指摘のとおり、今後、謝金の支払が発生した

場合には、活動時間に応じて適切に対応しま

す。 

46 【報告書２２０ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

 進路探究学習オリエンテーリング事業に係る業務

委託契約書を見ると、受託者は、北海道私立専修学

校各種学校連合会札幌支部長名となっている。この

団体は、法人格のない任意団体である。契約に際

し、「平成 28 年度札幌支部通常総会」の資料（事

業計画書、収支予算案）を徴取しているが、本団体

の規約や役員名簿は、事業開始当時から徴取してい

ない。札幌支部長に契約締結権限があるかどうかは

不明であるので、団体規約や役員名簿の提出を求め

たうえ、契約締結権限の確認を行うべきである。 

本件については、契約予定者が法人格のない

任意団体であったため、契約にあたっては、契

約締結権限を有する団体であるかどうか、必要

書類の提出を求め確認を行うのが適当でした。

しかし、上記の確認を行わずに業務の調達を行

っていたものです。 

平成 29 年度の契約分に関しては、団体規約

（会則）と役員名簿の追加提出を受け、札幌支

部長が契約締結権限を有することを確認しまし

た。また、平成 30 年度以降、同様の団体と契約

を行う場合は、契約の締結権の有無の確認を契

約前に行うよう改めます。 

47 【報告書２２４ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

図書館司書に対する謝金は、1 時間当たり 900 円

の割合で実時間（1 時間単位）に基づき支給されて

いる。1 時間未満の部分は、札幌市臨時職員に準じ

た取り扱いとし、30 分以上は繰り上げとし、30 分

未満は切り捨て計算するという取扱いが適用されて

いる。その根拠は、職員給与条例施行規則 10 条の

ようであるが、同条は、時間外労働における切り捨

て計算の根拠となるに過ぎない。本事例は、時間外

労働の切り捨て計算の問題ではなく、実労働時間に

対応する謝金を支給すべきである。 

本件について、学校図書館司書に対しては、

活動時間に対応して謝金の支払を行うことと定

めており、この謝金額の算出方法に関して、一

部、本市の職員給与条例に準じた取扱いをする

こととしていたことが原因です。 

指摘のとおり、今後謝金の支払が発生した場

合には、活動時間に応じて適切に対応いたしま

す。 

 

48 【報告書２３８ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

平成 28 年度における札幌市と札幌市生涯学習振

興財団との業務委託契約期間は、平成28年4月1日

ないし同 29年 3月 31 日であるが、上記①記載の再

再委託の手続きについては、管理運営業務の

委託仕様書において、委託者の承認を得ること

としています（仕様書 ７ 業務の再委託）。 

本件は、双方の担当者が再委託に係る承認の

手続きを失念したことが原因です。 

今後は、再委託の承認手続きについて担当者
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委託契約は、平成28年 3月 31 日付けで締結されて

いる。再委託契約締結の時期に照らし、札幌市の承

認手続きなく再委託を行っている。 

による確認を徹底し、改善を図ります。 

 

49 【報告書２３８ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

 再委託業務のうち、会計伺いシステム及び会計・

給与システム保守業務、プリンタ保守業務及び富士

ゼロックスデジタル複合機保守管理業務について

は、視聴覚センター運営管理業務だけではなく、札

幌市生涯学習振興財団の職員全般を対象として、ま

たは職員全般が使用するシステムや複合機に関する

保守であることが認められた。 

再委託業務の範囲は、大本の委託業務の一部でな

ければならないことは当然であるところ、かかる範

囲を超えた業務について再委託がなされている。視

聴覚センター運営管理業務にかかわらない札幌市生

涯学習振興財団の職員全般が使用する上記記載の複

合機、プリンタ、会計システムの保守業務は、そも

そも、再委託の対象となりうる業務なのか大きな疑

問があり、少なくとも、上記の業務については、再

委託業務の範囲を逸脱するものであり、再委託の承

認はなされるべきではない。 

会計伺いシステム及び会計・給与システム保

守業務、プリンタ保守業務及び富士ゼロックス

デジタル複合機保守管理業務については、札幌

市生涯学習センター全般の業務に必要なもので

あり、視聴覚センターの管理運営業務において

も、一部、使用しています。 

しかしこれらの業務は、視聴覚センターの管

理運営に関わる直接的な業務には当たらず、再

委託業務として承認することは適切ではありま

せんでした。 

よって平成 30 年度から、再委託業務として承

認しないこととしました。 

 

50 【報告書２３８ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

 視聴覚機材の貸出しにあたっては、借用書及び搬

送票への記載を行っているが、借用者の氏名、連絡

先の記載が漏れており、借用者が不明であるものが

存在した。 

借用書及び搬送票の記載については担当者が

行うものですが、本件は担当者の失念と確認不

足により、借用者の氏名、連絡先の記載漏れが

発生したものです。 

平成 30 年度からは、借用書及び搬送票におけ

る氏名・連絡先等の記載漏れがないよう、複数

の職員による確認の徹底を図りました。 

51 【報告書２３８ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

 視聴覚機材の返却にあたっては、回収票、返却票

を発行するが、受領印が漏れ、受領者が分からない

ものが存在した。 

回収票、返却票の取扱いについては担当者が

行うものですが、本件は担当者の失念と確認不

足により、受領印の押印漏れが発生したもので

す。 

平成 30 年度から回収票、返却票における受領

印の押印漏れがないよう、複数の職員による確

認の徹底を図ったところです。 

52 【報告書２３９ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

視聴覚センターの目的は札幌市の視聴覚教育の振

興であり（視聴覚センターにおける教材及び機材の

貸出要領 1 条）、視聴覚教材の営利目的使用の場合

には貸出しが禁止される（同要領 7条 1項 7号）。

同要領の目的や要領の条項に照らし、営利目的での

使用が疑われる団体の承認はなされるべきではな

い。 

 既年度の視聴覚教材団体登録（更新）申請書を確

 視聴覚センターにおける教材および機材貸出

要領においては、登録に際して、「市内に拠点

があり、5 人以上団体構成員が必要」等、条件を

満たしている場合は団体登録が可能であり、団

体の種別による登録制限はありません。 

御指摘いただいた視聴覚教材団体登録（更

新）申請書には、団体概要等の記載欄はあるも

のの、使用目的について記載する様式にはなっ

ていませんでしたが、営利目的での使用が疑わ

れる記載があった団体については、聴取料が必

要な営利目的での使用ではないことを確認し、
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認したところ、行政書士業務、株式会社の業務（映

像制作業務）、高齢者施設における上映会、等の使

用目的が記載されたものが認められた。 

 少なくとも、特認団体申請書に営利目的での使用

が疑われる記載がある場合には、特認団体の承認が

なされるべきではない。 

登録団体としています。 

また、申請書には、これまでの内容と併せ、

営利目的での使用を禁止する旨を記載するとと

もに、新たに確認欄を設け、それらの確認をも

って、特認団体として登録するよう申請書の様

式を変更しました。団体登録の更新時において

も同様の取り扱いとしています。 

53 【報告書２３９ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

 高齢者施設での上映会に視聴覚センターが使用さ

れるものについては、施設利用者へのサービスの一

環として利用者の対価に反映がなされていないかど

うか確認を要する。 

本来、視聴覚教材の貸出は、営利目的での使

用の恐れがある場合について、貸出を行わない

こととなっています（貸出要領 第7条）。本件

は、団体登録（更新）や貸出しの際の確認不足

により、一部、その疑いがある貸出の状況が発

生したことに起因します。 

御指摘いただいた視聴覚教材団体登録（更

新）申請書に「高齢者施設における上映会」と

記載があった団体については、営利目的での使

用ではなく、利用者の対価に反映されていない

ことを確認しました。 

団体登録（更新）や貸出しの際に、営利目的

での使用禁止（有料上映や介護施設などの利用

者への有料サービスとして使用ができない旨）

について確認できるよう、その旨を記載するな

ど、特認団体申請書の様式を変更しました。 
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⑵ 意見 

 
意見を受けた事項 

意見に対する措置 

（検討結果及び対応） 

1 【報告書７８ページ】 

第３－１⑴ 教職員の過重労働問題（学校教育部） 

教職員の過重労働の解消に向けて、本市の市立学

校に勤務する教職員の勤務実態を客観的かつ適正に

把握する措置を早急に講じるとともに、業務の洗い

直しと振り分け、教職員のサポート体制の充実強

化、教職員の増員等網羅的・体系的な対策を立案・

実行すべきである。 

教育委員会においても、教員の時間外勤務の

現状把握及び業務改善等のため、適正に勤務実

態を把握していくことが重要と認識しており、

現在、統一的な勤務時間把握の実施に向けて準

備を進めております。 

 今後も、より客観的な勤務時間把握の実施に

向け、引き続き検討を重ねてまいります。 

 また、教職員定数については、法律で定まっ

ているところですが、今後も適正な人員配置と

なるよう努めてまいります。 

2 

 

【報告書８６ページ】 

第３－１⑵ 児童生徒の貧困と公教育（学校教育

部） 

 就学援助の制度周知については、本市は周知文の

配布、各小中学校において入学説明会や PTA 総会の

際の説明を実施し、学校徴収金について振替不能と

なる世帯等に対しても制度の案内を実施していると

ころ、今後も真に必要とする世帯が制度を利用でき

るよう、市民アンケート結果等を踏まえながら、適

宜周知の方法を見直し、また利用に際する心理的抵

抗感を払拭する工夫を凝らす等、より良い制度運用

に努める必要がある。 

ご指摘を踏まえ、対象となる子育て世代に効

果的に情報が行き届くような周知の方法を調

査・検討していくとともに、就学援助を必要と

する世帯が抵抗なく申請を行えるような制度の

運用に今後も努めてまいります。 

 

3 

 

【報告書８９ページ】 

第３－１⑵ 児童生徒の貧困と公教育（学校教育

部） 

 教育センターにおける教育相談事業の周知不足や

心理的抵抗感が窺われることは残念である。教育セ

ンターにおける教育相談事業の内容を周知し、その

利用方を促進するとともに、利用者の心理的抵抗感

を払拭する工夫を凝らす等、効率的にして遺漏のな

い制度運用に一層努める必要があると解する。 

札幌市教育センター教育相談室では、毎年、

年度当初に市立の園や小・中学校、中等教育学

校、高等学校等に教育相談事業の内容や利用方

についてのリーフレットを配布することを通し

て、教職員や家庭に対して広く周知するよう取

り組んでいます。また、教育センターのＷｅｂ

ページにおいて教育相談室の概要を紹介すると

ともに、教育相談のリーフレットをダウンロー

ドすることも可能となっています。 

今後も、電話相談や来所相談の予約時など、

丁寧に対応することにより、利用者の不安を和

らげ、子どもや保護者の方が安心して相談する

ことができるよう努めてまいります。また、引

き続き、研修会等、様々な機会を通して、教職

員にも教育相談事業の内容や利用方について、

さらに理解が深まるよう努めてまいります。 

4 【報告書９０ページ】 

第３－１⑵ 児童生徒の貧困と公教育（学校教育

部） 

いじめ問題に関し、児童生徒のスクールカウンセ

ラー等に対するアクセスの低さが窺われたが、貧困

スクールカウンセラーやスクールソーシャル

ワーカーの効果的な運用については、本年度中

を目途に、学校隣接専門職の職務内容を周知し

その利用方法を促進するガイドブックをそれぞ

れ発行し、全ての学校に配布するよう取り組ん
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 問題に関する市民アンケートにおいても、なおスク

ールカウンセラー等の専門職の利用状況は活性的と

は言えない状況にある。スクールカウンセラー、ス

クールソーシャルワーカーという学校隣接専門職の

職務内容を周知し、その利用方を促進するととも

に、利用者の心理的抵抗感を払拭する工夫を凝らす

等、効率的にして遺漏のない制度運用に一層努める

必要があると解する。 

でいます。 

利用者の心理的抵抗感を払拭するため、平成

30 年度、新規に巡回スクールソーシャルワーカ

ー（以下「巡回ＳＳＷ」という。）を５名配置

しました。巡回ＳＳＷは定期的に全ての小学校

を訪問し、各学校における困難を抱える児童や

その家庭について聞き取るなどし、必要に応じ

てスクールカウンセラーや、スクールソーシャ

ルワーカーといった学校隣接専門職の活用につ

なげる役割を果たしています。巡回ＳＳＷの導

入により、効率的にして遺漏のない制度運用に

資するものと認識しています。 

5 【報告書１２３ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

アンケートの回答においては、予算編成会議につ

いて議事録（会議記録）を作成しない学校が約半数

にのぼっている。往査校について殆どの学校が議事

録（会議記録）を作成していなかった（但し、予算

編成に係る資料はファイル保存している）。事前の

調整が十分であることにより、格別の質疑・意見が

示されずに原案のまま確定することが多いために議

事録作成の必要を認めないこともあろう。しかし、

予算執行の評価資料や後年度の参考資料とする意義

は少なくなく、単なる資料保存にとどまらずに議事

録の作成を行うことが望ましい。 

各学校の予算編成は、学校ごとに学校長の判

断のもとで行っており、編成過程や編成方法は

学校ごとに異なっています。市教委としては、

学校現場の状況の把握に努め、議事録の作成に

関する考えを整理してまいりたいと考えていま

す。 

 

6 【報告書１２４ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

小中学校においても現金の取扱い（出納、保管）

があることを正面から認めつつ、金銭事故防止の観

点から、出納記録の作成を義務付けたうえ、これを

統制するという事務運用が検討されるべきである。 

札幌市立学校徴収金取扱要領第 15 条第２項に

おいて、「収入金は、校長がやむを得ないと認

める場合を除き、収入の日に金融機関に預け入

れなければならない。」と定めています。ま

た、要領第 18 条第２項においては、現金による

業者への支払いにあたっては、あらかじめ現金

取扱期間を明示することを定めています。 

一方、学校の立地条件等により収入金を当日

中に金融機関に預け入れることが出来ず、数日

分をまとめて預け入れざる得ない場合など、

様々な事情により学校での現金保管が生じてい

るところです。 

意見を踏まえ、現金を学校で相当期間管理・

保管する場合を想定し、適切な事務のあり方及

びルールについて検討を進めてまいりたいと考

えています。 

7 【報告書１２４ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

 往査に係る学校において、保健室医薬品の調達先

地方自治法第 234 条及び地方自治法施行令第

167 条の２により、地方自治体における随意契約

が定められており、本市においては、札幌市契

約規則第 19 条及び札幌市物品・役務契約等事務

取扱要領にて契約内容ごとの基準額や事務処理
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は、事実上一者に集中している状態にあり、往査校

以外の学校においても同様と推測される。価格競争

や付加価値競争が成立しない商品ではないことか

ら、見積合せ又は特定随意契約が合規的であるかと

いう観点のみならず、経済性をも勘案し、場合によ

っては複数業者を対象とした調達方法も考慮された

い。 

の方法等を定めています。これらの規定におい

ては、予定価格 10 万円未満の物品購入等につい

て、特定随意契約によることが出来るものとし

ています。 

意見にある調達については、予定価格 10 万円

未満の物品購入契約であり、契約相手方を特定

者とする特定随意契約として契約事務を行うこ

とは、手続上の問題はありません。また、特定

者への発注に集中している事情としては、当該

業者による調達物品の安価な提供実績や、迅速

な対応等の企業努力により生じているものもあ

ると認識しています。しかしながら、慣例によ

り特定者への発注を続けているような場合につ

いては、経済性が損なわれる要因になる可能性

もあると思われます。 

 ついては、意見を踏まえ、平成 30 年４月に実

施した全学校事務職員向けの説明会において、

慣例により発注することのないよう複数業者か

らの参考見積の徴取等について推奨したところ

であり、今後も各学校に様々な機会を通じて周

知してまいりたいと考えています。 

8 【報告書１２６ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

プールに使用する次亜塩素酸ナトリウム（ソー

ダ）等の学校管理用薬品についての受払簿が未作成

の事例が認められた（２校）。学校事務の手引にお

いて、学校管理用薬品受払簿の作成が明示的に定め

られているものではないが、理科実験用薬品、保健

室備付医薬品、学校管理用薬品の 3 種類の薬品が掲

げられたうえ、特に種類の限定なく、用途別に薬品

受払簿を備え、出納状況等を明確に、かつ詳細に記

入することを求めている。消耗品であっても学校資

産の一つである以上、受払状況の記録化は必要であ

り、学校事務の手引においても明示的に受払簿又は

それに代わる記録を整備し、管理すべき旨を記載す

べきである。 

学校管理用薬品については、「理科実験用薬

品等の適正管理について（通知）」にて取扱い

を定めています。この通知において、『保管量

を定期的に把握し、必要に応じて薬品受払簿及

び薬品使用記録表を作成すること。』としてお

り、各学校では、これに基づいて管理用薬品を

運用しています。 

学校管理用薬品については、次亜塩素酸ナト

リウム（ソーダ）や塩化カルシウム、殺菌剤等

様々なものがありますが、各学校の保有状況に

応じて受払簿等により管理するなど、適切な取

扱いに努めてまいります。 

9 【報告書１２７ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

学校図書館用図書は、小中学校については、事実

上、特定の一者からの調達が支配的となっている。

本市について他の登録業者もあるが、同社は、図書

の納入にとどまらず、納入に係る図書のバーコード

貼付サービス等を無償提供しており、学校側が新着

図書の管理に忙殺されない便宜さが決定的な理由と

学校図書館用の図書については、各学校にお

いて、配分予算の中から適宜新刊本等を発注し

ています。 

地方自治法第 234 条及び地方自治法施行令第

167 条の２により、地方自治体における随意契約

が定められており、本市においては、札幌市契

約規則第 19 条及び札幌市物品・役務契約等事務

取扱要領にて契約内容ごとの基準額や事務処理

の方法等を定めています。これらの規定におい

ては、予定価格 10 万円未満の物品購入等につい
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なっているものと推測される。 

その趣旨からは、必ずしも不合理な調達とは言えな

いが、随意契約にあっても、調達を計画的に行うこ

とにより見積合せを実施し、また予定価格が 10 万

円未満であっても、選定業者が特定の者に偏らない

よう配慮すべきである。 

て、特定随意契約によることが出来るものとし

ています。 

意見のあった調達は、予定価格 10 万円未満の

物品購入契約であり、契約相手方を特定者とす

る特定随意契約として契約事務を行うことは、

手続上の問題があるものではありません。 

しかしながら、慣例により特定者への発注を

続けているような場合については、経済性が損

なわれる要因になる可能性もあると思われま

す。 

図書購入を扱う登録業者については、市内に

複数あることから、意見を踏まえ、計画的に調

達を行うなど工夫するほか、特定業者に調達が

偏らないよう配慮するなど、今後も適正な事務

執行がなされるよう努めてまいります。また、

平成 30 年４月に実施した全学校事務職員向けの

説明会において、慣例により発注することのな

いよう複数業者からの参考見積の聴取等につい

て推奨したところであり、今後も各学校に様々

な機会を通じて周知してまいりたいと考えてい

ます。 

10 【報告書１３０ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

契約において、予定価格（又は支出予定金額）を

予め算定する趣旨は、業者の積算額の適正さや合理

性を判定するための基準を設け、より経済的な調達

を行うためと解される。 

ところが、学校往査において、この趣旨がやや形

骸化していると思われる運用が見受けられた。例え

ば、予定価格の算定に際し、特定随意契約の相手方

となる可能性のある業者から、事前に予定価格算定

用の積算を徴求し（書面又は口頭）、これを予定価

格とし、当該業者はその予定価格から数％程度を減

じた金額の見積書を提出し、これをもって「予定価

格（又は支出予定金額）内の価格提示あり」として

契約締結に至っている事例、前記のように特定随意

契約の相手方となる可能性のある業者から、事前に

予定価格算定用の積算を徴求して（書面又は口

頭）、これを予定価格とし、当該業者はその予定価

格（事前の積算価格）と同一の価格の積算書を提出

し、これをもって「予定価格（又は支出予定金額）

内の価格提示あり」として契約締結に至っている事

例である。 

本市の契約事務全般に通じることではあるが、少

額を理由とする特定随意契約であっても、予定価格

（又は支出予定金額）の算定に際しては、適切な根

特定の業者から徴取した参考見積書を基に積

算することは、必ずしも不適正な事務処理では

ないが、慣例により特定者への発注を続けてい

るような場合には、経済性が損なわれる要因に

もなり得ることから、他者からの見積も参考に

するなど、より適切な積算及び契約相手の決定

を行えるよう努めていきたいと考えています。 

なお、意見を踏まえ、平成 30 年４月に実施し

た全学校事務職員向けの説明会において、慣例

により発注することのないよう複数業者からの

参考見積の徴取等について推奨したところであ

り、今後も各学校に様々な機会を通じて周知し

ていきたいと考えています。 
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拠・方法と経済性を考慮することが望ましい。 

11 【報告書１３０ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

本市の小学校においては、冬季、学校グランドに

スキー山を造成し、授業に活用しているところ、そ

のスキー山の造成と解体工事について、別個に特定

随意契約の方法により同一の業者に発注している事

例が認められる。 

造成と解体は、実際上一個の役務と考えられなく

もなく、これを合算すると 10 万円超の価格となる

場合がある（２校）。 

過年度の積雪・融雪状況も勘案し、一律に特定随意

契約の方法を選択するのではなく、見積合せの方法

を含む、より合理的な契約方法を検討すべきである

ところ、当校単独で契約方法を変更することは難し

い面もあり、教育委員会事務局において、複数の学

校の造成・解体工事を含めたより合理的な方法を検

討する必要がある。 

学校のスキー山造成、解体については、各校

において、その年の校地内の状況や、融雪状態

等により、必要に応じて業者と契約を結んでい

ます。 

 学校ごとに敷地面積や造成スペース、スキー

山の大きさが異なり、解体も年によっては必須

とならないため、複数校を一括で契約するとい

う手法は、難しいと考えます。 

 今後は、いただいた意見や他都市の契約手法

などを参考としながら、合理的かつ効率的な契

約業務を行う方法について検討を進め、適正な

事務執行がなされるよう努めてまいります。 

 

12 【報告書１３４ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

事故発生のリスクや、これに基づく本市の賠償リ

スクを可及的に減少させるためにも、各学校の実情

を踏まえ、かつ関係団体の自主性を尊重しつつ、関

係団体に係る学校徴収金に対しても、その余の徴収

金と同様に学校徴収金取扱要領の全ての規定を等し

く適用する選択肢を検討すべきものと考える。 

札幌市立学校徴収金取扱要領第３条におい

て、PTA や部活動団体に関連する徴収金を「関係

団体に係る主な徴収金」として定めた上、同要

領第 29 条において、「第３条第１項第３号に掲

げる学校徴収金の取扱いについて、第４条、第

５条、第６条、第16条及び第17条第１項に限り

適用する。」として定め、「関係団体に係る主

な徴収金」に適用する規定を限定しています。 

具体的には、学校長は、徴収や還付等の収納

事務のみについて関係団体から委託を受けたも

のとし、予算編成、徴収額の決定や周知、支出

事務等の他の取り扱いは各関係団体の規則に基

づき、関係団体が行うものとしているところで

す。これは、学校から独立した存在である関係

団体の自主的な活動を尊重すべきという趣旨か

ら適用を限定しているものです。 

 今回の意見を踏まえ、今後、学校徴収金取扱

要領の「関係団体に係る主な徴収金」に対する

学校の関わりについて研究を進めるとともに、

学校から独立した存在である関係団体の自主的

な活動を尊重する中で、学校徴収金取扱要領の

適切な適用範囲についてあらためて検討してま

いりたいと考えています。 

13 【報告書１３６ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

札幌市立学校徴収金取扱要領第 11 条におい

て、徴収額の決定にあたっては「校長は、学校

徴収金（中略）の額の決定にあたっては、保護

者の理解を得るととともに過度な負担とならな
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学校徴収金は保護者の過度な負担となるものであ

ってはならず（学校徴収金取扱要領 11 条）、堅確

な予算編成が要請されるものであって、相当額の繰

越金が毎年度継続して発生することは望ましいこと

ではない。精度の高い予算編成の必要性が窺われた

事例があった（教材実習費につき１校(a)、学校諸

費について１校(b)）。 

いように努めなければならない。」として定め

ているところです。 

 意見のとおり、相当額の繰越金が毎年度継続

している状況は、当該年度に必要な徴収金を超

えた過度な負担につながりかねないため、市教

委としても、各学校において学校徴収金取扱要

領第 11 条の趣旨を踏まえた適切な予算編成に努

めるよう、周知してまいりたいと考えていま

す。 

 なお、a については、過度な繰越額が生じない

よう、より精度の高い予算編成を目指して平成

30 年度から会計区分や項目の造成見直しを行い

ました。b については、余剰金は毎年度保護者に

還付済みであり、過度な繰越金が生じていたわ

けではありませんが、重度障害等の児童生徒が

通学する特別支援学校であり、授業を欠席する

児童生徒も相当数生じ、余剰金が発生していた

ことから、平成 30 年度からは欠席する児童生徒

を一定程度見込み、納入額の減額を行うなど、

より精度の高い予算編成に努めています。 

14 【報告書１３６ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

入金の網羅性・完全性を管理し、領収事務に関す

る事故防止のため、学校徴収金システムを利用しな

い場合は、領収書を連番（通番）管理することが必

要である（１校）。 

領収書の管理手法については、札幌市立学校

徴収金取扱要領や学校徴収金事務の手引きに具

体的な方法を定めてはいませんが、不正な経理

事務の防止を目的として、学校徴収金システム

では領収書を連番管理する仕組みを設けていま

した。また、平成 30 年度４月から運用開始とな

った校務支援システム（徴収金機能）において

も、同様の仕組みを設けています。 

 該当校では、指摘を受け、平成 30 年度から

は、受領の際にシステム外の仮領収書に番号

（連番）を付けて発行する運用を開始しまし

た。 

15 【報告書１３７ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

未収・滞納に係る学校徴収金と校長口座に入金さ

れる就学援助費の相殺は、60 日以上の滞納額があ

り、督促してもなお支払に応じない者で、学校長が

特に認めた場合に限り認められる。しかし、60 日

以上の滞納者につき一定の時期において、一律に相

殺処理を実施している運用事例が認められた（１

校）。このような機械的相殺を許容する趣旨ではな

いと解されるので、慎重に要件適否を検討すべきで

ある。 

滞納する学校徴収金に就学援助費のうち「学

用品費等」及び「宿泊校外活動費」を充当する

運用は、あくまでも、督促を十分に行っても支

払いに応じない者に対する例外的な措置であ

り、各学校に対しては、保護者への説明や状況

確認を十分に行うよう呼び掛けているところで

す。 

該当校においては対応を改めたとともに、各

校には今後もこの趣旨を踏まえ、適正な処理を

行うよう周知徹底してまいります。 

 

16 【報告書１３７ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

本市では、札幌市立学校徴収金取扱要領第 11

条において、「校長は、保護者が納期限までに

納入しないときは、督促しなければならな
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校） 

学校によって未収・延滞の発生状況は異なる。往

査した学校の中では未収・延滞がないというものも

あったが、殆どの学校において未収・延滞の発生が

認められた。 

学校アンケートの回答によれば、各校とも督促に苦

労している状況が窺えるが（真駒内曙中学校におい

ては、保護者から個別に納入計画表の提出を求め、

徴収に活用していた。）、未収・延滞の規模に照ら

し、一層の工夫や努力が必要と思われる事例も認め

られた（1校）。 

い。」と定めるとともに、具体的な督促事務に

ついては、学校徴収金事務の手引きに掲載して

います。また、とりわけ給食費については、学

校給食費未納対策の手引きにおいて、より具体

的な督促手法等を各校に示しているところで

す。 

 一方で、徴収金に関する理解をなかなか得ら

れない未納世帯への徴収対応に苦慮している学

校もあります。要領や手引きに沿った事務執行

を行うとともに、地域性や対象未納世帯に即し

た学校ごとの対応方法の創意工夫により、未納

率の改善等を目指してまいりたいと考えていま

す。 

17 【報告書１３８ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

未収・延滞の期間が相当長期間にわたっているに

も関わらず法的・会計的処理がなされていないもの

が認められた。その中には、対象生徒の退学後、所

在が不明となっている場合、2 年以上経過している

場合も含まれる（札幌大通高等学校）。 

学校往査においては、どのような督促をいつまで

行わなければならないのか、どのような処理をなす

べきなのかについて、各校の責任と裁量に委ねられ

ているものの、準拠すべき考え方がないことから、

根拠をもった処理ができないとの意見が数多く示さ

れた。教育委員会事務局において、長期未収・延滞

金の処理に関するガイドラインを取り纏める必要性

は高いと考える。 

札幌市立学校徴収金取扱要領第 16 条におい

て、「校長は、保護者が納期限までに納入しな

いときは、督促しなければならない。」と定め

るとともに、具体的な督促事務については、学

校徴収金事務の手引きに掲載しています。ま

た、給食費部分については、学校給食費未納対

策の手引きにおいて、長期未納に関するガイド

ラインを各校に示しているところです。 

 意見を踏まえ、給食費以外の徴収金に関して

も、各学校の徴収事務がより円滑に進められる

よう、未納対策に係る取扱いについて研究を進

めてまいりたいと考えています。 

 

18 【報告書１３８ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

徴収金の種類によって、口座振込の方法ではな

く、現金徴収の方法によっている学校徴収金が少な

からず認められた。少額でありごく短期間での徴収

が想定されていたと思われる事例もあるが（行事費

につき新琴似小学校、星置東小学校）、必ずしもそ

うではない事例もある（入部費について柏丘中学

校、部活動振興会一般会計に係る会費・スキー学習

におけるリフト代について手稲中学校）。現金で保

管する金額や期間によっては 

事故発生のリスクもあることから、特段の事情が

ない限り、口座振込の方法による徴収を行うべきで

ある。 

学校徴収金事務の手引きにおいて、徴収方法

は、事務量の軽減化や安全性等から口座振替ま

たは口座振込の方法が望ましい旨を明記してい

るところであり、多くの学校では、口座振替の

方法による収入事務を行っているところです。

一方、各学校の事務運用等によっては、一部の

徴収金について現金による徴収を実施している

場合があります。 

 今後は、事故の防止等を観点を踏まえ、可能

な限り徴収方法は口座振替によるものとするよ

う努めてまいります。また、やむを得ず現金に

よる徴収を実施する場合も生じ得るため、より

速やかな収入処理を行うことなど、事故を防止

するルール作りについて検討してまいりたいと

考えています。 

19 【報告書１３９ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

札幌市立学校徴収金取扱要領第 15 条第２項に

おいて、「収入金は、校長がやむを得ないと認
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ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

学校徴収金取扱要領では、収入金は原則として即

日預金口座へ入金するものとされていることから、

小中学校においては現金の取扱い（出納・保管）を

行わないとの前提が観念されている。しかし、現実

には至近に金融機関がない場合や業務の繁忙等の理

由から当日入金ができない場合があり、現金の取扱

いを行わないとする考え方は実際的ではない。むし

ろ、現金の取扱いがあることを認めたうえで、出納

記録（管理用帳簿）を作成する方が実情に照らし適

切な運用と考えられる。 

この場合でも、例えば少なくとも１週間に１回以

内の口座入金をすることを義務付け、それ以上の期

間の現金保管は回避すべきである（ちなみに、新琴

似小学校では、現金徴収に係る学校徴収金について

は、口座に入金した日と金額、当該金額の内訳を手

書きの表として作成している。これをエクセルファ

イルにして各金額の現金徴収した日を記載する欄を

設けると一層適切と思われる）。 

める場合を除き、収入の日に金融機関に預け入

れなければならない。」として定めているとこ

ろあるが、学校の立地条件等によっては、当日

中に金融機関に預け入れることが出来ず、数日

分をまとめて預け入れざる得ない場合も生じて

いる。 

 意見を踏まえ、現金を複数日にわたり学校で

管理・保管する場合を想定し、事故を防止する

ルール作りについて検討してまいりたいと考え

ています。 

 

20 【報告書１４２ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

学校諸費に関し、各担当教諭に対して月初で現金

を払出して交付し、月末に精算を行うという運用を

している事例が認められた（１校）。物品購入等が

ないまま全額返金する場合もあった。学校の特徴

上、このような運用がやむをえない面があるが、し

かし、健全な財務執行上、かかる概算払（仮払）運

用は、例外的な場合にとどめるべきであり、運用基

準の整備が望まれる。 

意見のあった学校は、重度障害をお持ちの児

童生徒が多く在籍する特別支援学校であり、授

業を円滑に運営するため、各担当教諭への概算

払いによる運用を実施してまいりました。一

方、このような例外的な運用に係るルールは定

められておらず、当該校ごとの運用基準に委ね

ている状況です。 

 市教委としては、職員に対して例外的かつ必

要最小限において概算払いを行う場合の取扱い

について、対象校と協議しながらより良い事務

処理を検討してまいりたいと考えています。 

21 【報告書１４２ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

会計事務上、基本的な水準に到達しておらず、第

三者の指摘に耐えない記録編纂上又は記録上の不備

等が認められた。 

教材費について支出証憑が日付順に整理されてい

ないために金銭出納簿等との照合に困難を生じてい

る（１校）、教材実習費・行事費・学校諸費・給食

費・保健費の各金銭出納簿の摘要欄について全部又

は一部の記載がなく、取引内容が把握できないため

に、監査・検査上も支障が生ずる可能性がある（１

校）、給食費について日計表及び通帳に異なる項目

（生徒現金徴収、教職員現金徴収、過年度収入分）

を合計して記載又は入金しているため、内訳が不明

札幌市立徴収金事務取扱要領第 23 条第１項に

おいては、「関係帳票の整理は、会計区分に従

って適正に分類整理しなければならない。」と

定められています。 

 そのため、適切に記録が整理・管理されてお

らず、また、記録上の不備が多数存在する場合

には、日々の事務の適否が客観的に判断できな

い場合もあると認識しています。 

 意見のあった学校においては、適切な整理・

管理等を行うよう改善するとともに、市教委と

しては、各校に適切な記録の整理・管理を周知

してまいります。 
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確であり、監査・検査上も支障が生ずる可能性があ

る（１校）、教材実習費に関する物品等購入伺書、

支払伺書の編綴方法が乱雑であり、見積書・納品

書・請求書等については簿冊の最後部に一括して編

綴されていることから事実上監査不能の状態にある

（１校）。 

学校長や事務職員らは会計事務の専門家ではない

が、必要最低限の会計上の処置を講じるべきであ

る。 

22 【報告書１４２ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

会計事務上、金銭出納簿の摘要欄に取引内容を記

載することは、常識に属する。金銭出納簿の記載か

ら即時に取引内容を識別しうるからであるが、学校

往査の結果、その簿冊の摘要欄は空欄であることが

多かった（１校）。取引内容を明示し、第三者によ

る検証を容易にするためにもこれを励行すべきであ

る。 

市教委としては、金銭出納簿上の収支記録で

は具体的な取引内容を確認出来ない場合につい

て、収支状況を明確にするため、金銭出納簿の

摘要欄への記載が必要とこれまでも認識してい

ましたが、本欄の活用方法について各校に説明

していなかったことから、今後、具体的な内容

について全校に周知を図りたいと考えていま

す。 

 なお、意見を受けた学校においては、取引内

容が客観的に確認出来るよう、金銭出納簿の記

載整理を行っています。 

23 【報告書１４３ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

給食費の徴収金日計表、預金通帳と金銭出納簿と

の間に、記録上の不一致が認められた（1 校）。あ

る時点において牛乳代返金資金（過誤入金の返戻）

を行っていたが、金銭出納簿にはその旨の確認でき

なかった。また、別のある時点において給食費の振

替入金が確認されたが、金銭出納簿にはその入金記

録はなく、金額相違があった。さらに、別の時点に

おいて預金通帳上教職員給食費の入金が確認された

が、金銭出納簿にはその入金記録がなかった。これ

らの事象は、会計システムの仕様上の不備に由来す

るものであることが確認されたが、徴収金日計表・

預金通帳・金銭出納簿間の整合性を保つためには、

会計システム自体を修正する必要がある（そうでな

ければ、各校における金銭出納簿上の記録に留意さ

せるべきである）。 

意見の内容については、金銭出納簿上、収入

額と還付額が同一日に発生した場合、金銭出納

簿の作成の仕組みとして＋と－が相殺されて表

示されることに起因しており、各学校では金銭

出納簿の摘要欄を利用して内容を理解できるよ

う整理してきたところです。 

 平成 30 年４月に運用開始となった校務支援シ

ステム（徴収金機能）においては、徴収金日計

表・金銭出納簿・預金通帳の整合性を保つた

め、収入額と還付額が分かれて表示されるよう

帳票設計の変更をシステム開発業者と協議中で

す。 

24 【報告書１４４ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

徴収金を還付するに際し、銀行振込送金の方法に

よる場合に、保護者の合意のもと、振込手数料を控

除して送金をしていた事象が確認された（１校）。

送金手数料を学校の負担とすると結果的に他の保護

者へ負担を転嫁する結果となり問題となるが、送金

意見のあった学校では、還付対象者の合意を

得た上で振替手数料を控除して送金していたと

ころですが、徴収金を還付する際の銀行振込手

数料の取り扱いについて、本市の統一的な基準

が示されていないところです。 

 今後、統一的な運用基準について、整理し、

各校に周知してまいりたいと考えています。 
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手数料の取り扱いについて、現状では、要領等の定

めはない。教育委員会事務局において、統一的な基

準を示し、運用されるべきである。 

25 【報告書１４６ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

学校徴収金の監査委員の員数が、どの会計区分に

ついても 1 名である事例が認められた（１校）。チ

ェック体制の向上のためにも複数選任が望ましい

（学校徴収金事務の手引き4-11監査1）。 

学校徴収金事務の手引きでは、監査委員を２

名または３名選出することが望ましいとしてお

り、これはチェック体制の向上及び不正や事故

防止を目的としているものです。 

 なお、意見のあった学校においては、複数名

を選出する運用に変更しています。 

 

26 【報告書１４６ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

給食費収支計算書は、給食費会計決算書の一部を

構成する書類であるところ、学校徴収金に関する決

算関係書類は教育委員会事務局に対しても提出され

るものとなっている。児童生徒の給食費総額と未収

額を把握するためとされる。本市には、札幌市学校

給食運営委員会が設置され、給食費の算定に関する

議論がなされたうえ教育委員会に対し答申されてい

るが、参考資料として、この収支計算書の内容も運

営委員会に対し提供することを検討してはどうか。

収支計算書を提出することによって、各学校の収支

状況や繰越金の多寡を把握することができる。ま

た、その原因を分析・検討することにより、過去の

実績を踏まえたより深度のある議論が期待できると

考える。 

学校給食費は、附属機関である札幌市学校給

食運営委員会において、主食、副食、牛乳に係

る経費を入札価格等から積算し、一食単価を算

出し、この一食単価に学年ごとに設定される年

間基準実施回数を乗じて算定しており、各学校

の収支状況や繰越金の多寡に左右されるもので

はありませんが、必要に応じて収支計算書の集

計結果等について情報提供してまいりたいと考

えています。 

 

27 【報告書１４７ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

校） 

給食費収支計算書については、多くの学校におい

て決算日前の 3 月中に監査委員による監査が実施さ

れ、このため計算書上の「次年度繰越金額」は、そ

の会計に係る預金口座残高とは必ずしも一致してい

ない。計算書上の「次年度繰越金額」は、新年度の

4 月において会計整理を実施し、消費税納付額の確

定のため、給食費総額と未収額を確定しているため

である（ちなみに、その際に改めて会計監査が実施

されているものではない）。計算書上の「次年度繰

越金額」と預金口座残高の一致をさせるための工夫

を検討されたい。 

預金口座は、年度によって分けて管理してい

るものではないため、会計整理を行う４月につ

いては、旧年度分と新年度分が混在することと

なります。収支計算書上の「次年度繰越金額」

は、４月末時点で旧年度分と新年度分が混在す

る預金口座残高のうち、旧年度分残高相当額を

徴収金システムが自動的に抜き出して記載して

いるものです。このため、収支計算書上の「次

年度繰越金額」と３月末又は４月末時点での預

金口座残高は必ずしも一致しない状況となりま

す。 

制度上、この不一致を解消することは困難で

すが、４月末時点での預金口座残高について、

旧年度分と新年度分それぞれの金額を明示する

ことにより対応してまいりたいと考えていま

す。  

28 【報告書１４８ページ】 

第３－３⑶ アンケート回答及び学校往査の結果か

ら窺われる学校の財務事務における課題（市立学

a の外部階段については、構造上、外気に開放

されていなければならないため、囲い等は設け

られませんが、非常時避難階段の機能確保とし
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校） 

学校財産を構成する諸設備が、その本来の目的・

効能を十分に果たせていない場合、財産活用の有効

性、効率性上課題を残すものと言わざるを得ない。

それは、児童生徒の生命身体に関わる課題となる場

合もある。外部避難階段（非常時避難用階段）がそ

の本来の目的を果たし得ない事例（１校(a)）、非

常時において使用が困難な防火扉（１校(b)）、真

に必要な生徒に対応できない身障者用昇降機（１校

(c)））にその事例を認めた。これら学校にとどま

るものではないが、財政事情を勘案しつつ、その整

備等を検討する必要がある。 

て、積雪等に応じた適正な維持管理に努めてま

いります。 

b の防火扉については、早期に改善を図るた

め、平成30年度から改修に着手しています。 

c の施設改修については、建物の構造上困難で

あるため、生徒個別の事情を考慮して対応を検

討したいと考えています。また、現在在籍して

いる生徒については、学校職員の身体介助によ

り体育館へ移動していますが、介助アシスタン

ト制度の活用検討を含め、教育機会が損なわれ

ることのないよう、引き続き支援を継続してま

いりたいと考えています。 

なお、上記以外については、他事業との兼ね

合いや予算状況等を勘案して整備の実施等を検

討してまいります。 

29 【報告書１７６ページ】 

第４－１⑴ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（生涯学習部） 

校務用コンピュータシステム設定業務委託契約

は、20ブロックの分割発注がなされ、内2ブロック

について錯誤無効の取り扱いが認められた。他方

で、錯誤無効とされた業者は、他の 2 ブロックにお

いて、錯誤無効とされた入札額とほぼ同水準の額で

落札し、契約を締結している。したがって、錯誤の

理由は不明であるものの、桁違いなどの明らかな記

載誤りではなかった。 

 そもそも、入札においては、契約毎に告示、指名

通知、入札説明等の手続きを経て行われるところ、

入札者は当該契約に関する多くの情報を了知しうる

状況にあり、錯誤には、重大な過失が認められる場

合が多いと考えられるところ、少なくとも、他ブロ

ックにおいて同水準の額で落札がある本件業者を錯

誤として取り扱ったことには、重過失要件充足の点

において疑問が残る。 

本件につきましては、開札時に予定価格と著

しく乖離があったことから、入札者に対し記載

誤りがないか確認し、記載誤りによる錯誤との

申し出があり、当該申し出内容が重大な過失と

まではいえないと判断し、錯誤による無効とし

たものです。 

その運用については、民法第 95 条「意思表示

は、法律行為の要素に錯誤があったときは、無

効とする。ただし、表意者に重大な過失があっ

たときは、表意者は、自らその無効を主張する

ことができない。」とした錯誤規定を適用した

ものであり、本入札における記載誤りとする申

し出内容が重大な過失にはあたらないと判断し

たものです。 

 今後、複数ブロックの入札事務を執行する際

には、この度の御意見にあるような他ブロック

における落札結果を踏まえた上で、錯誤無効と

して重大な過失にあたるか、適宜、判断してま

いります。 

 また、引き続き、関係法令等に則り、入札事

務の適正な執行を図ってまいります。 

30 【報告書１７９ページ】 

第４－１⑴ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（生涯学習部） 

小学校教材用備品購入費について、過年度におけ

る予算及び実績数値の比較を行った結果、平成 27

年度及び平成28年度の予算額と平成26年度の決算

額に乖離が認められた。 

この予算と決算額の乖離についてヒアリングをし

たところ、支出は年度毎に変動するものであり、こ

の程度の乖離では翌年度の予算には反映をさせるこ

とはなく、学校毎に実績値の分析を行ってはいない

との回答であった。 

市立学校は300を超える校数があり、予算額や

執行状況も学校毎、年度毎に異なるため、すべ

ての学校の比較分析作業を行うには膨大な時間

と業務量が必要となります。そのため、例年、学

校一律の金額と学級数に応じた金額の合計額を配分

しております。 

しかし、いただいた意見を参考に、地方自治

法の趣旨に沿うよう、可能な範囲で教材の予算

執行及び実績額の把握に努め、過大または過少

の予算となっていないかを分析し、それを次年

度以降の予算に反映させられるよう、適正な予

算管理に努めてまいります。 
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学校毎の実績分析を行わなければ、予算配分額が

過大なのか、必要な教材用備品の購入がなされてい

ないのか判明せず、地自法 2 条 14 項の規定の趣旨

である事業の効果を計ることはできない。予算と実

績の比較分析を行うことが望ましい。 

 

31 【報告書１８５ページ】 

第４－１⑴ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（生涯学習部） 

平成 28 年度の給食調理等業務委託については、

13 ブロック中 12 ブロックにおいて、札幌集団給食

事業協同組合と特定随意契約を結んでいる。 

給食調理業務の専門性を否定するものではなく、

業務の継続性が目的達成に資することも一定程度、

理解できるが、長期間にわたり競争性を廃する以上

の必要性が認められるかどうかは疑問が残る。特定

随意契約の要件を充足するかどうか、なお、慎重に

検討を要する。 

教育の一環として行われる学校給食は専門性

が高く、衛生管理の基準である「札幌市学校給

食衛生管理マニュアル」を遵守し、学校給食を

安全かつ安定的に提供するためには、委託業者

の知識や経験の蓄積が不可欠であり、一定期間

継続して業務を実施できる体制が必要です。 

一定期間継続して業務を実施できる体制づく

りのためには、複数年契約が有効だと認識して

いますが、築 30 年を超える老朽化した調理校が

全体の約７割を占める中で、今後、学校の改築

や統廃合等が、毎年数校規模で実施されること

により、親子の組み合わせを複数年にわたって

固定化することが難しく、各年ごとに業務履行

場所、業務規模を見直す必要があります。この

ような条件下において複数年契約を結んだ場

合、受託業者はこのような変更にも全て対応し

なければならず、結果として入札等の参入障壁

になると考えられます。 

また、毎年競争入札を実施することにより、

委託業者が年度ごとに変更になった場合、当該

業務の知識や経験の蓄積ができなくなるほか、

受託者の育成に制約が生じた結果、安全かつ安

定的な学校給食の運営に影響を及ぼす蓋然性は

高いと判断されます。 

このことから、教育委員会が求める業務の水

準を充足するためには、継続的な履行能力の実

証を得ながら一定期間業務を継続できる体制が

必要と考え、初年度は競争入札を、２～４年目

は、前年度の業務履行状況を踏まえ、特定随意

契約を行っているところです。なお、競争入札

を実施してから４年が経過した際は、改めて競

争入札を実施しております。 

一方、新規業者の受注機会拡大の重要性につ

いても認識しているところであり、学校給食の

特殊性を踏まえながら、より効果的な契約手法

についても引き続き検討してまいりたいと考え

ています。 

32 【報告書１８６ページ】 

第４－１⑴ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（生涯学習部） 

札幌集団給食事業協同組合が、何らかの事情によ

り、給食調理等業務委託契約を結ぶことが困難とな

ることもあり得るところ、同組合は 1,262 名の調理

学校給食は専門性が高く、入札に参入できる

業者が限られている面はあるが、契約業務の細

分化や契約方法の見直し等により、新規業者の

受注機会の拡大等の対策についても、引き続き

検討してまいりたいと考えています。 
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員・配膳員を雇用しており、給食調理業務に大きな

混乱が生じる。かかる事態も想定し、契約方式や業

者選定について、対策を講じる必要がある。 

33 【報告書１８６ページ】 

第４－１⑴ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（生涯学習部） 

学校給食の途絶は、教育の途絶を意味する。調理

室が使用不能となる事態は、食中毒や火災等の災害

発生など、石綿問題の発生に限られないことから、

今次の問題を好機として事業継続計画を立案し、更

新し続けて頂きたい。 

石綿問題を受けて、給食が提供できない期間

などに応じた基本的な給食費の取扱いルールを

決めるなど、不測の事態においても給食の提供

を継続できるよう、事前に対応の検討が可能な

ものについては、学校と教育委員会それぞれの

役割分担や標準的な取扱い等、一定程度の整理

ができたところです。 

 今後、各学校と認識の共有化を図ることによ

り緊急時に対応できるよう備えてまいりたいと

考えています。。 

34 【報告書１８７ページ】 

第４－１⑴ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（生涯学習部） 

業務委託契約においては、原則として再委託は禁

止されるところ、契約の相手方が、独自の体制で契

約上の業務を履行しなければならない。独自の体制

で、業務を履行していないとすれば、実質的な再委

託と評価される状態にないかどうかを確認する必要

があるし、そもそも委託業務を遂行する能力に疑い

が生じるところ、発注者である札幌市は、上記の状

況を疑わせる情報を得た場合には、調査・確認をす

るべきである。 

札幌集団給食事業協同組合の組合員である企業

が、委託契約に基づく業務執行に関わっているので

あれば、同組合が独自の体制で業務執行を行ってい

ないことが疑われる。業務執行体制や組合員の職務

内容を把握するための方法等を検討する必要があ

る。 

札幌集団給食事業協同組合の業務執行体制に

ついて、聞き取りを行ったところ、委託業務全

体を総括しているのは、同組合であり、各学校

の調理員及び配膳員については、同組合雇用の

職員です。 

また、各学校の業務責任者とマネージャーに

ついては、各構成企業から出向して同組合の職

員として組合業務を専任しており、同組合が独

自の体制で業務全体を執行管理し、各職員も組

合職員として業務を行っているとのことから、

各構成企業に業務を再委託しているものではな

いと考えています。 

今後も必要に応じてヒアリング等を行い、業

務執行体制や組合職員の職務内容把握に努めて

まいります。 

 

35 【報告書１９０ページ】 

第４－１⑴ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（生涯学習部） 

各学校は札幌市学校給食会に対し、物資調達業者

の選定等の対価として斡旋料の支払いをしている。

斡旋料は、物資の種類と調達量を考慮し、概ね 1 円

ないし 20 円で決定されている。各学校は、各年度

において斡旋料を含む食材価格を認識し購入の意思

表示をしていることから、年度毎に、食材購入に関

する契約が成立していること自体は問題とはならな

い。しかしながら、両者の間には、斡旋料の支払義

務、斡旋料の決定方法、斡旋料額の基準に関する包

括的な合意はなく、運用に委ねられている。 

札幌市学校給食会は札幌市が基本財産を出捐する

団体であり、理事、評議員には、札幌市の職員や学

校長が就任しており、学校の利害に反する決定がな

される可能性は低いと思われるが、札幌市学校給食

学校給食の食材は、札幌市学校給食会以外か

ら購入することも可能となっており、各学校で

は価格や食材の安全性等を考慮して、食材の調

達を決めています。各学校が札幌市学校給食会

から学校給食の食材を調達する判断材料として

いる価格は、同給食会が公開している斡旋料を

含めた食材価格となっています。この価格につ

いて了解のうえ購入しているものであり、発注

時点で契約の意思を示しているといえるため、

契約書等の取り交わしはしていませんが、斡旋

料についてより明確となるよう、各学校と同給

食会とで取り交わしている確認書に盛り込む

等、同給食会と対応を協議してまいりたいと考

えています。 
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会と各学校は、別の主体であり、札幌市学校給食会

の設立目的が安定かつ継続的に給食用物資の供給を

することであることからも、支払義務の根拠や斡旋

料の基準については、明確に定められるべきであ

る。 

したがって、札幌市学校給食会と各学校におい

て、少なくとも包括的な合意を目的として斡旋料支

払義務、斡旋料の基準等について、契約書等を取り

交わすことも検討する必要がある。 

36 【報告書２０５ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

外国語指導助手（ALT）事業において、Non-JET方式

の具体的契約方式として、業務委託ではなく、直接

雇用や労働者派遣等への変更を検討すべきであると

考える。札幌市においては、既に平成 29 年度及び

30年度のNon-JETについての業務委託契約は締結済

みであるから、その後の平成31年度以降のNon-JET

方式の契約方式の変更を検討すべきである。 

平成29年度及び30年度のNon-JET外国語指導

助手（ALT）については、業務委託の契約方式に

より配置していますが、担当教員等がALTとの間

で指示・依頼等のやり取りをすることができ

ず、ティーム・ティーチングを行うことができ

ない状況となっています。 

平成 31 年度以降の ALT 配置については、労働

者派遣等の委託方式に変更することを検討して

います。他都市の状況も踏まえたうえで、本市

外国語教育の充実に資するALT配置が行える契約

となるよう努めてまいります。 

37 報告書２０６ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

不登校支援ボランティアは、主として白石と宮の

沢の支援センター、適応指導教室（6 か所）で活動

する。1 日当たり 2,000 円の報償費が支給される。

平成28年4月1日現在8名が登録されているところ

（平成29年度は1名増員し9名体制）、出勤簿上、

うち 4名は過去 1 度も出勤した実績がない。出勤実

績がない 4 名は大学院生・学生であり、不登校児童

に対する対応が必要なときに、ボランティア側に授

業等があるために出勤できない模様である。しか

し、ボランティアとはいえ活性度の低い者は登録す

る実益がなく、臨機応変に出勤することが期待され

る不登校支援ボランティアについては、活動可能な

者を選定すべきであり、公募時にもこの点の注意を

促すべきである。 

教育支援センターと相談指導教室の不登校支

援ボランティアは、前年度から継続して登録を

希望された方々で、日常的な支援のお手伝いを

お願いしており、登録している方のご都合に応

じて活動していただいているところです。 

しかし、意見のとおり、活性度の低い方を登

録することに実益はないと考えるため、今後

は、年度当初の登録の際には、継続して登録を

希望されている方に対しては、その後の活動が

可能かどうかの確認を行い、活動が不確実な場

合には、その時点での登録を見送っていただく

よう働きかけたいと考えています。また、年度

途中の公募及び選定については、通室している

児童生徒の人数の増加等、不登校支援ボランテ

ィアの必要性が高まったときに行い、確実に活

動可能な方のみを登録し、実効性のある不登校

支援ボランティアにしてまいりたいと考えてい

ます。 

38 【報告書２０９ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

学びのサポーターの登録希望者は名簿上 591 名で

あるが、必ずしも各区の児童生徒数に比例的な登録

数となっていない。サポーター・アシスタントは、

本来、学校が地域との関係の中で活用可能な人材を

発見し、教育委員会に推薦し、活動を担って貰う制

度であるため、運用主体は学校側にある。このた

め、結果として各校、各区でサポーター等の員数に

行政区を跨ぐサポーターの登録と活動は禁止

されているものではありませんが、多くの場

合、学校と地域との協力によるボランティア活

動に支えられ、学びのサポーター制度は運営さ

れています。自宅から学校までの移動の負担の

面から考えても、身近な地域にサポーターがい

ることのメリットは大きく、当面は現行の仕組

みでの制度運用を継続すべきと考えているとこ

ろですが、今後も当事業については、効率的な

運用を図ることができるよう、適宜、検討して
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ばらつきが生じる。教育委員会において名簿を作成

するのも、このようなばらつきを回避するための補

完的措置であるが、地域の人材を活用し、制度を効

果的・効率的に運用するために（配当時間を多く残

す学校を可及的に減少させるために）、登録地域を

広域化して行政区を跨ぐサポーターの登録と活動を

容認し、同時に通勤費用の手当てを行う等の検討を

行うべきである。 

まいります。 

 

39 【報告書２１０ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

学びのサポーターの配当時間について、年度末に

おいて相当時間数が余剰となった学校がある一方、

学校往査においては追加配当がなされてもなお不足

していると推測される学校も多々見受けられた。配

分・再配分については、効率的な運用がなされるよ

う一層の工夫を検討されたい。 

平成 28 年度の学びのサポーターに対する報償

費については、予算額155,200千円に対する執行

額は148,732千円で、予算執行率は95.8％という

結果になっています。未執行の 4.2％の主な理由

としては、学校が学びのサポーターの配置を計

画したもののサポーター探すまでに時間がかか

ってしまったことや、サポーターの体調不良な

どにより計画どおりの配置ができなかったこと

などが挙げられます。 

一方で、一部の学校では活用時間数を余らせ

てしまう実態にあることから、教育委員会とし

ても、可能な限り効率的な運用を図ってまいり

ます。 

40 【報告書２１０ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

教育委員会事務局は、学校側に対し、学びのサポ

ーターの配当時間数と介助アシスタントの配当時間

（換算）数を合計したものが、対象校に対する総配

当時間数として考えるべきものとして説明してい

る。しかし、学びのサポーターと介助アシスタント

では、対象児童生徒のニーズが異なる以上、一方の

時間数を増やすと他方の時間数を減じなければなら

ないのは不合理ではないのかとの疑義があり、両者

の配当時間のあり方については再検討すべきであ

る。 

介助アシスタント制度は、学びのサポーター

活用事業の充実に資するため、支援の内容が

「学びのサポーター活用事業実施要項」に定め

る活動内容（２）「対象児童生徒の学校生活に

おける日常生活動作の介助」に該当するものに

対して、追加措置として実施されているもので

す。 

学びのサポーター活用事業の充実のために

は、学校の実情に応じて柔軟に配当時間を調整

できることが重要と考えますが、教育委員会と

しても全体としての活用時間数の効率的な運用

を図ってまいりたいと考えています。 

41 【報告書２１６ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

札幌らしい特色ある学校教育推進事業について、

学校からの申請のなかには、前年度と同じ内容で申

請しているものや、本事業費で申請することの意義

が不明なものが見受けられた。本事業を存続させる

のであれば、その意義・目的を改めて周知し、有意

義な活動に予算を振り向けるべきである。 

札幌らしい特色ある学校教育推進事業におけ

る学校の夢づくり支援事業について御意見をい

ただきました。各学校においては、【雪】【環

境】【読書】の取組や、地域の特色を生かした

取組、体力向上の取組など、その学校における

課題に関して計画を作成し、教育活動に取り組

んでいます。この場合、計画は複数年にまたが

る場合もあります。 

そのため、計画作成段階において、申請年度

における学校の課題が前年度と大きく変わらな

い場合には、申請内容が前年度と同じような内

容となることも生じ、複数年にまたがる計画の

中で、予算措置されなかった学校が引き続き申

請することも生じます。 
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本事業費で申請することの意義が不明なもの

ついては、審査会で事業内容を精査していると

ころですが、今後も本事業の意義・目的を改め

て各学校へ周知し、有意義な活動に予算を執行

できるように努めてまいります。 

42 【報告書２１６ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

 札幌らしい特色ある学校教育推進事業について、

採択された事業についての各学校からの実施報告書

は、現状では審査会限りとなっているが、その要旨

を本市又は各学校のホームページ等により公開すべ

きである。 

この事業について予算措置するのは単年度で

すが、単年では教育効果が分かりづらいことか

ら、複数年を継続して取り組める内容に対して

予算措置をしています。そのため、学校からの

実施報告書や、活動の成果については、各学校

の学校便りやホームページ等において、適切な

時期に公開をしています。いただいた意見をも

とに、事業の周知について検討したいと考えて

います。 

43 【報告書２１８ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

相談支援パートナー事業について、各校に対する

時間配当の方法は、年度初めに各校に一律 700 時間

を配当し、11月と2月にアンケートを実施したうえ

調整している。当初は 11 月の調整のみだったが、

より細かく調整するために 2 月にも実施している

が、なお余剰時間の多い学校が生じる。担当者によ

れば、年度末の 3 月は児童生徒が登校するようにな

る傾向があり、そのため相談支援パートナーが不要

になり、配当時間を余すことになっているとされる

が、学校往査の結果からは、時間不足に陥っている

と認められる学校もあり、予算の効率的な執行の観

点から、11月以降の配当時間調整をより細密にでき

ないか検討すべきである。 

 これまでの取組として、平成 28 年度までは年

１回（11 月頃）、時間調整に係る調査を行って

いました 

が、平成 29 年度、年２回（11 月、2 月）の調

査を実施することによって、例年よりは配当時

間を有効に活用することが可能となりました。 

 ただし、不登校状況によっては活動時間が不

足している学校もあることから、今後は、これ

まで以上に時間調整に係る調査をきめ細かに行

うことにより、必要としている学校に配当する

ことができるよう検討します。具体的には、時

間調整に係る調査の回数、時期はこれまでどお

り年２回（11月、2月）としながらも、各学校に

は「今後の相談支援パートナーに関する活動時

間の見込み」について、より具体的な活動時

間、日数等を計算の上、調査に回答してもらえ

るよう、通知してまいりたいと考えています。 

44 【報告書２２２ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

ネットパトロール事業、地域密着型教育啓発実証

事業について、平成 29 年度から一般競争入札の方

法を採用したことは評価できる。今後も同様の契約

方法を選択することを期待するが、一般競争入札の

方法を選択するときに両事業を一括としたことには

なお検討の余地がある。両事業の関連性は否定でき

ないが、数多くの事業者に入札の機会を付与し、価

格競争を成立させるため、入札事業を分割すること

も検討すべきである。 

数多くの事業者に入札の機会を付与し、価格

競争を成立させるため、平成 30 年度から入札事

業を分割しました。 

 

45 【報告書２２３ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

「グローバル人材育成推進員」（GEA）の確保

は、課題探究的な学習モデル研究事業の鍵でもあ

この度の意見を受け、ＧＥＡの募集につい

て、これまで開成中等教育学校のホームページ

のみで募集記事を掲載していたものを、平成 30

年度募集分から、札幌市のホームページにも掲

載を開始し、より多くの人が記事を見て、興味
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る。私立学校が高給条件を提示するなか、公立学校

が対等条件で採用活動を実施することは困難であっ

て、開成中等教育学校単独の努力では限界もある。

本市も関与した、より効果的な公募方法を検討すべ

きである。 

を持ってもらうことができるように方法を改善

しました。 

 

46 【報告書２２４ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

平成28年度は、中学校30校に16名の図書館司書

を配置している（平成29年度は、60校に30人を配

置。本市では、平成 26 年改正の学校図書館法が定

める努力義務もあり、平成 31 年度には全中学校へ

の司書配置を目標としている）。図書館司書は、1

校につき週15時間、2校まで兼任可能とされる（学

校図書館司書取扱要項）。しかし、実際には、週15

時間を超える執務が多く、司書要員を更に確保する

か、要項を変更すべきである。 

学校では、週の基本時間割を作成して学習を

行っていますが、週によっては、学校行事など

があり、基本時間割を変更するなどして対応し

ているところです。そこで、学校司書の活動時

間については、週によっては 15 時間を超えた

り、下回ったりしていることを認めています

が、意見のとおり学校図書館司書取扱要項への

明確な記載はなかったことから、要項について

整理するとともに、生徒がより読書に親しむよ

う、図書館を活用してまいりたいと考えていま

す。 

 

47 【報告書２２５ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

 中体連の全道大会及び全国大会並びに中文連の全

国大会に参加するための旅費に係る補助金につい

て、例年、前年度並みに予算編成されているが、全

道大会、全国大会の開催地がどこかによって、年度

ごとに必要金額が大きく変動するので、予算編成時

には、既に明らかになっている各開催地を十分に勘

案して予算を編成する必要がある。 

 例年、予算編成時期において、補助金交付団

体に対し次年度開催地等を確認し、予算編成の

参考としています。 

 予算に限りがある中、大会参加生徒や保護者

の負担軽減となるよう適正な補助金額の交付に

努めているところであり、今後も予算編成上の

年度間調整などを活用し、持続可能な体制を整

えてまいりたいと考えています。 

 

48 【報告書２２７ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

奨学金支給決定時における家計状況の審査資料と

して、給与所得は「源泉徴収票」、年金所得は「公

的年金等の源泉徴収票」で可としているが、仮に他

の所得（不動産所得等）があった場合には、収入基

準を超過することもあり得る。所得種別間の公平性

を確保する点からも、前年度秋期募集の際には当該

年度の所得証明書の提出を、そして当年度の春期募

集の際には前年度の所得証明書の提出を必要とすべ

きである。 

本事業の春期募集申請時期である4月には、当

年度の所得証明書の取得が不可能（証明は5月発

行）であることから、給与所得のみの世帯につ

いては源泉徴収票により収入額の確認を行って

いるところです（日本学生支援機構奨学金の審

査方法を準用）。 

前年度の所得証明書であれば取得可能ではあ

りますが、2 年前の所得により審査を行うことと

なるため、より直近の家計状況に基づき審査を

行うことが重要であると考え、源泉徴収票を徴

しているところです。 

なお、不動産所得など給与以外の所得がある

場合には確定申告書等の提出を求めるほか、遺

族年金などの非課税所得の場合は、支給額決定

通知書などにより確認を行っています。 

 今後も奨学金決定にあたり公平性を損なうこ

とのないよう、日本学生支援機構や他都市の方

法等も参考としながら、審査方法のあり方を検

討してまいりたいと考えています。 
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49 【報告書２３１ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

就学援助の認定において、給与収入のみの世帯に

関しては、提出資料は源泉徴収票で可としている

が、仮に他の所得（不動産所得等）があった場合に

は、正確な所得の捕捉ができないこともあり得る。

所得種別間の公平性を確保するため、前年分の所得

が記載される当年度の所得証明書の提出を必要とす

べきである。 

前年分の所得が記載される当年度の所得証明

書は、例年、5 月下旬以降に取得可能となりま

す。 

このため、就学援助の申請の際に、当年度の

所得証明書の提出を必要とした場合、現在は1月

下旬以降に行われている申請の時期が大幅に遅

くなることで、認定や支給の時期が遅くなるな

ど就学援助世帯への不利益となるおそれがあり

ます。 

このため、現状において全世帯への当年度所

得証明書の提出義務付けは困難ですが、所得種

別間の公平性を確保するための方法を、他都市

の方法や他制度における方法等も参考にしなが

ら検討してまいりたいと考えております。 

50 【報告書２３２ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

現状においては、収入が多いために児童扶養手当

の支給が停止されている世帯であっても、2 年前に

児童扶養手当を受給した実績があれば就学援助の対

象となっているところであるが、この取扱は他の認

定要件との間の公平性を欠くものと考える。 

児童扶養手当については、平成 29 年度の就学

援助審議会の答申を踏まえ、平成 30 年度分か

ら、「前年8月以降に受給した実績がある者」に

要件を変更しました。 

 

51 【報告書２３２ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

就学援助の認定において、前年の世帯収入・所得

を審査するにあたり、各種年金は対象とされていな

いが、年金でも場合によっては、比較的高額な収

入・所得となる場合もある。所得種別間の公平性を

確保するため、年金収入・所得もその対象とすべき

である。 

本市では、過去には年金も収入として算定し

ていましたが、1980 年（昭和 55 年）に実施した

就学援助審議会（附属機関）から、「福祉的性

格の強い年金等を収入額への参入から排除すべ

き」旨の答申が出されたことを踏まえ、すべて

の年金を収入の算定から除外した経緯がありま

す。 

年金を収入として算定することは、現在就学

援助の対象となっている世帯に与える影響など

も踏まえ慎重な対応が必要と考えますが、当時

とは社会経済情勢が異なり、比較的高額な年金

を世帯の収入として算定することは公平性の観

点から一定の合理性があると考えられることか

ら、今後、その取扱いについて検討してまいり

たいと考えております。 

52 【報告書２３３ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

「生徒会費」、「クラブ活動費」、「PTA 会費」

について、就学援助費の支給対象に追加すべく検討

を進めるべきものと考える。 

費目のうち「生徒会費」については、中学生

の全員が負担し、特に優先度の高いものである

ことから、平成 30 年度に新たに支給対象費目と

しました。 

「クラブ活動費」及び「PTA 会費」の支給対象

費目への追加についても、本市の財政状況や他

都市の状況等を踏まえ、今後検討を行ってまい

りたいと考えております。 

53 【報告書２３７ページ】 

第４－１⑵ 教育委員会事務局に関する財務事務に

ついて（学校教育部） 

これまで、教職経験に応じた研修や管理職に

関わる研修の日程について、各学校が次年度の

行事予定等を作成する前までに、校長会等を通
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教職員に対する研修について、本市としては、義

務研修日程の案内はするが、研修出席について、周

知することまではしていない。研修の重要性は明白

であり、本来の研修が代替研修よりも有用であるこ

とも明らかであるところ、少なくとも、義務研修に

ついては、全ての対象教員が出席可能となるような

日程等の設定を行い、学校側の協力が得られるよう

な工夫もなされるべきである。 

じて、園・学校に周知してきたところです。 

 今後も、できる限り早い段階で学校に研修日

程を周知するとともに、学校の行事等の時期を

勘案し研修日程を設定するなど、各園・学校の

協力が得られるよう、工夫を図ってまいりま

す。 
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監査結果報告年度 平成２８年度 
監査テーマ 清掃事業について 

 ⑴ 指摘 

 
指摘を受けた事項 

指摘に対する措置 

（検討結果及び対応） 

1 【報告書１３６ページ】 

３.７ 清掃工場・破砕工場（環境事業部） 

チップ工場については、環境事業公社が自主事業

である剪定枝等処理事業を行っている。札幌市が施

設管理業務委託費を環境事業公社へ支払うのであれ

ば、その委託費としてのコストを環境事業公社への

行政財産使用料に加算して徴収しないと一般的な経

済性のある取引としては妥当性がない。また、現在

使用していない職員住宅も管理対象となっており、

使用しない施設に委託業務を行っていることは不経

済であり、是正すべきである。 

環境事業公社が受託している廃止後の篠路清

掃工場やごみ資源化工場（チップ工場を含む）

等の施設管理業務委託費のうち、チップ工場の

施設管理業務相当額について、平成 30 年度から

使用料に加算して徴収しております。 

また、職員住宅については、現在使用してい

ないものの、解体前であることから最低限の管

理は必要となりますが、当該地に本市職員が常

駐していないことから、不測の事態等における

住宅への入室対応を考慮して、鍵の管理を施設

管理業務に含めております。今後の職員住宅の

扱いについては、篠路清掃工場跡地利活用の基

本計画等において整理します。 

２ 【報告書１３９ページ】 

３.７ 清掃工場・破砕工場（環境事業部） 

廃止された篠路清掃工場に修繕部品が多数保管さ

れており、予算削減の一方で無駄がある。部品管理

の明細を作成して保管状況を把握し、より有効に活

用できるよう管理すべきである。篠路清掃工場の管

理担当者の説明では、同工場廃止時に修繕部品等の

リストを作成し、必要とする他の工場へ移管してい

るが、その後は当該リストが更新されていない。他

の工場へ必要であれば部品の供給も行っているとの

ことであるが、部品の棚卸明細もない状況では保存

管理状況も不明で、紛失盗難等があってもわからな

いものとなっている。 

平成 22 年度に作成した予備品や工具リストを

更新しました。更新後も篠路清掃工場に在庫さ

れている予備品等については、引き続き有効活

用を図るとともに、当該リストの更新を確実に

行い、適切な在庫管理に努めます 

３ 【報告書１５９ページ】 

３.１０ 埋立処理場（環境事業部） 

薬品、重油、部品等の管理について、長期未使用の

まま残っているものがあるが、管理規程を作成し、必

要なものは残量を確認の上、保管すべきである。 

薬品等の取り扱いに係る管理規程を定めました。

今後は管理規程に基づき、適切な管理に努めます。 

 

４ 【報告書１９４ページ】 

３.１２ 発寒清掃工場、発寒破砕工場の事故につい

て（環境事業部） 

改修における事前情報収集、及び事後情報の補完に

ついて、マニュアルを整備するべきである。 

過去に例の少ない改修を実施する場合の事前情報

収集や改修後の点検等の実施について、マニュアル

を整備しました。今後はマニュアルに従い、適切な

対応に努めます。 

 

５ 【報告書１８４ページ】 

３.１１ 一般財団法人札幌市環境事業公社（一般財

団法人札幌市環境事業公社） 

物品購入及び役務契約において一般競争入札制度を

一般競争入札の実施の可能性について検討を進

め、設計額 500 万円以上を原則一般競争入札とする

内容で契約規程等の改正を行い平成 30 年 4 月 1 日

付で施行致しました。 
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導入するべきである。また、指名競争入札を用いる場

合には指名業者数を増加するべきである。 

 また、指名競争入札制度を用いる場合の指名業者

数についても、従前一律３者以上から次により設計

金額に応じて増加するよう併せて改正を行っており

ます。 

・300万円未満  ３者以上 

・300万円以上、1,000万円未満  ４者以上 

・1,000万円以上、3,000万円未満  5者以上 

・3,000万円以上  6者以上 

 

 

⑵ 意見 

 
意見を受けた事項 

意見に対する措置 

（検討結果及び対応） 

1 【報告書８０ページ】 

３.４.１ 業務課（環境事業部） 

家庭ごみの収集運搬業務の選定について新規参入が

可能とするか，又は現行８社間において競争原理が働

く仕組みを採用するなど、業務の安定性に配慮しつつ

競争性を確保するべきである。 

平成 30 年度家庭ごみ収集運搬業務委託契約よ

り、低価格インセンティブ制度の見直しを行

い、同制度により獲得した業務量の割当てを次

年度に持ち越すようにいたしました。さらに、

低価格インセンティブ制度の対象となる業務量

の拡大を図りました。 

２ 【報告書９５ページ】 

３.４.２ 各清掃事務所（環境事業部） 

各清掃事務所において、家庭ごみ収集運搬業務の委

託業者には、原則として清掃事務所内、又は別棟の休

憩所を提供しているが、使用状況は委託業者の従業員

運転手及び助手の自由判断で使用できることとなって

いる。休憩所が事務所内にある場合もあれば、別棟の

建物となっている場合もあり、委託業者との費用負担

区分の状況が明確でない。利用の規程等の整備が必要

である。 

この意見については、すべての清掃事務所が該当す

る。また、本庁業務課では、委託業者へ委託業者従業

員の昼休憩の状況について、確認の上、対応する必要

がある。 

平成 29 年度に委託業者の昼休憩の実態を把握

するため、委託各社に聞き取りを実施しまし

た。その結果を踏まえて、平成 30 年度の家庭ご

み収集運搬業務委託契約において、契約書条項

内に施設等の利用について記載し、委託者と受

託者の費用負担区分を明確化し、受託者より申

請のあった施設利用を委託者が承諾するよう変

更いたしました。 

 


